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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高（千円） 35,307,686 44,748,744 57,555,115 68,387,624 75,967,807

経常利益（千円） 5,892,852 7,146,407 8,407,971 9,839,719 4,889,180

当期純利益（千円） 3,247,022 3,964,601 4,680,166 5,669,180 481,530

持分法を適用した場合の投資
利益（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 1,973,500 4,227,500 4,227,500 4,227,500 4,227,500

発行済株式総数（千株） 20,077 21,077 21,077 27,400 27,400

純資産額（千円） 15,263,610 23,246,864 27,306,668 31,775,155 31,051,174

総資産額（千円） 45,574,034 57,446,946 78,966,372 172,739,665 267,948,317

１株当たり純資産額（円） 760.37 1,103.20 1,295.89 1,160.25 1,133.92

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当額） 
（円） 

25.00 
(－)

35.00
(－)

35.00
(－)

50.00 
(25.00)

50.00
(25.00)

１株当たり当期純利益金額
（円） 

161.73 191.88 222.10 206.99 17.58

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 33.5 40.5 34.6 18.4 11.6

自己資本利益率（％） 23.62 20.59 18.52 19.19 1.53

株価収益率（倍） 29.31 20.38 18.10 17.59 112.38

配当性向（％） 15.46 18.24 15.76 24.16 284.35

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

1,052,739 3,636,202 6,896,179 12,803,195 △1,190,813

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△2,686,776 △1,424,215 △2,031,792 △730,424 △459,855

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△2,452,495 2,192,400 △2,139,612 △2,426,254 △2,687,582

現金及び現金同等物の期末残
高（千円） 

3,816,742 8,216,180 10,915,201 20,554,202 16,215,951

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）
（人） 

326 
(40)

348
(42)

383
(36)

398 
(39)

398
(42)



３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第37期の平成13年11月20日付で株式1株につき1.5株の株式分割を行っております。なお、第37期の１株当たり当期純利

益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

５．第37期の１株当たり配当額には、東京証券取引所市場第一部上場記念配当10円を含んでおります。 

６．第38期の平成14年８月28日付で、一般募集により100万株の新株発行を行っております。 

７．第40期の平成16年５月20日付で株式１株につき1.3株の株式分割を行っております。なお、第40期の１株当たり当期純利

益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

８．第40期の１株当たり配当額には、設立40周年記念配当15円を含んでおります。 

  



２【沿革】 

  

３【事業の内容】 

 当社は、大口電力需要家の電力設備のメンテナンス、季節・昼夜間の電力負荷平準化及びエネルギーコストの低減化を提案

し、企業の心臓を守る「電力のドクター」として、電力設備の安全とエネルギーコスト削減の両立を目指したエネルギーマネー

ジメントのサービス提供を行っております。 

 当社の事業部別の事業内容は、次のとおりであります。 

  

(1）コージェネ事業部 

 当社のオンサイト自家発電システムは、自家用発電設備、ＣＭＳ(注)、フルメンテナンス及び燃料の安定供給から成り立っ

ております。 

 コージェネ事業部は、主にスーパーマーケットなどの大型商業施設、工場等の大口電力需要家に対して、各需要家の電力使

用状況、使用特性を踏まえた電力コスト削減の提案を行い、オンサイト自家発電システムの導入促進としての提案営業から、

システムの根幹となる自家用発電設備の販売までを行っております。 

年月 事項

昭和40年12月 電力設備の保守、点検業務を目的として滋賀県大津市蛍谷に関西精密計測株式会社を設立。 

昭和42年 8月 本社を大阪市東区（現 中央区）に移転するとともに関西事業部を併設。旧本社所在地に京滋

営業所を開設。 

昭和48年 2月 商号を日本精密計測株式会社に変更。東京都千代田区に関東事業部を開設。 

昭和49年 4月 横浜市緑区に横浜営業所を開設。埼玉県蕨市に埼玉営業所を開設。 

昭和50年 1月 名古屋市熱田区に中部事業部を開設。 

昭和53年 1月 関西事業部を大阪府吹田市に移転。 

昭和53年 3月 福岡市博多区に西部事業部を開設。 

昭和54年 1月 千葉市弥生町（現 稲毛区）に千葉営業所を開設。地域代理店を開設。 

昭和56年 5月 関東事業部を東京都渋谷区に移転。 

昭和59年 5月 自家用発電設備の販売を開始。 

昭和59年11月 仙台市新寺（現 若林区）に東北事業部を開設。 

昭和61年 4月 京滋営業所を滋賀県大津市月輪に移転するとともに遠隔監視システムオペレーションセンター

を併設。 

昭和62年 8月 埼玉営業所を埼玉県浦和市（現 さいたま市桜区）に移転。福岡県嘉穂郡桂川町に天道工場を

新設し、自家用発電装置の製造を開始。 

昭和63年 4月 東北事業部を仙台市長町（現 太白区）に移転。各事業部並びに営業所を事業所に改称。 

平成 3年 2月 日本精密計測株式会社（現 株式会社ワイエッチエフ）より営業を譲受け、名古屋・広島・岡

山・山口・南九州事業所として開設。 

平成 3年 3月 愛知県春日井市に名北事業所を開設。 

平成 3年 6月 商号を株式会社セーミツに変更。本社を大阪市中央区に移転。 

平成 9年 4月 商号をエネサーブ株式会社に変更。 

平成 9年 9月 生産能力増強のため、天道工場第二工場を増設。 

平成12年 8月 大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場（現 ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレ

ス」）に上場。 

平成13年 7月 天道工場において「ISO 14001」の認証取得。 

平成13年 8月 東京証券取引所 市場第一部に上場。 

平成14年 3月 天道工場において「ISO 9001」の認証取得。 

平成14年 8月 関東事業部（東京事務所）を東京都渋谷区より東京都大田区に移転し、東京技術センターと改

称。 

平成14年 8月 東京都千代田区に東京支社を開設。 

平成16年 4月 滋賀県大津市に大津エネルギーセンターを開設。電力小売事業を開始。 

平成17年 8月 京都府綾部市に綾部エネルギーセンターを開設。 

平成18年 1月 福岡県嘉穂郡桂川町に天道エネルギーセンターを開設。 



 また、産業界の環境規制の強化が進むなかで、ＣＯ2排出量の抑制手段としてのコージェネレーション方式での納入を積極的

に推し進め、地球環境保全に貢献しております。 

 （注） CMS(Computerized Maintenance System)：電力設備の24時間自動遠隔監視システム。温度センサーをはじめとする

各種センサーを契約顧客の電力設備に取りつけ、その運転状況を通信回線によってオペレーションセンター（滋賀

県大津市）に転送し、24時間体制で集中的にモニタリングし、故障の未然防止を図る。また、同センターで収集し

た情報をデータベース化し、コンピュータ分析ですばやく、的確な対応ができる診断システム。 

  

(2）コージェネレンタル事業部 

 コージェネレンタル事業部は、オンサイト自家発電システムにおける、ＣＭＳ、フルメンテナンスシステム、燃料の供給

（販売）及び発電設備のレンタルを行っております。当社のフルメンテナンスシステムは、定期的な整備・オーバーホール、

故障及び事故による修理も含めて整備費を長期間固定化しております。また、燃料供給につきましても、燃料価格の固定化を

図り、顧客のコスト変動リスクの低減に努めております。 

 また、平成16年４月からの契約電力500kWh以上2,000kWh未満の中規模電力ユーザーに対する電力小売の自由化に伴い、電力

小売事業を開始し、滋賀県大津市に、償却負担の少ない低コストな総出力約１万kWの小規模発電所を建設し、営業運転を開始

しました。さらに、販売規模の拡大に伴い、平成17年８月に京都府綾部市に総出力約1.5万kW、平成18年１月に福岡県嘉穂郡桂

川町に総出力約２千kWの小規模発電所を開設いたしました。また、自己電源のみならず、電力会社を含めたＰＰＳ（特定規模

電気事業者）や電力取引市場からも選択的に電力を調達することで、当社にとって最も有利な電源構成を実現し、より安価な

電力をお客様に供給できるよう努力しております。 

  

(3）セキュリティ事業部 

 工場など大口電力需要家の電力設備に対しては、電気主任技術者の選任等の自主保安体制を確保する義務が課せられており

ます。 

 セキュリティ事業部は、電力設備のメンテナンスの受託業務を通じて、電気保安レベルの維持、向上を図ってまいりまし

た。また、最近の規制緩和により、これまで以上に自己責任の重要性が増してくる電力需要家のニーズに対応すべく、より高

度なメンテナンス技術の開発を進めております。 

 ＣＭＳは、電気保安の確保と同時に、この技術によって、顧客の電力使用実態を連続的に把握することが可能であり、この

情報が電力利用合理化の各種事業に反映され、ビジネスチャンスを的確にとらえるような体制になっております。 

  

 当社の事業系統図は、次のとおりであります。 

 

  



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 当社は、連結財務諸表を作成していないため事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、エネサーブ労働組合と称し、総評全国一般大阪地連に属しております。組合員数は平成18年３月31日現

在で16名であります。 

 なお、労使関係は安定しており、特記事項はありません。 

  

  

    平成18年３月31日現在

事業部門別 従業員数（人） 

事業本部 コージェネ事業部 113 （6） 

  コージェネレンタル事業部 48 （2） 

  セキュリティ事業部 119 （29） 

  事業本部共通部門 39 （-） 

  小計 319 （37） 

本社共通部門 79 （5） 

合計 398 （42） 

    平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

398（42） 41.7 10.1 8,090,658 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期におけるわが国経済は、本年２月の政府の月例経済報告にて、個人消費、設備投資、輸出がバランス良く景気回復に貢

献していると報告されたように、本格的な回復基調に入りました。しかしながら、一部の業種につきましては、原油価格の高

騰に伴うコスト増の影響を大きく受けました。また、電力を中心としたエネルギー業界に目をむけると、平成１７年４月から

新たな電気事業制度がスタートし、電力小売の自由化対象が契約電力500kＷ以上から、50kＷ以上の小規模電力ユーザーにまで

拡大されるとともに、中立機関となる電力系統利用協議会（ＥＳＣＪ）と日本卸電力取引所（ＪＥＰＸ）が本格運用を開始

し、全国規模の電力広域利用が活発化いたしました。 

 このような情勢のなかで、当社といたしましても、原油価格高騰に伴うコスト増の影響を大きく受け、創業以来初めて大幅

な減益を余儀なくされました。この対策として、２４時間遠隔監視システム（ＣＭＳ）による効率的なオンサイト型自家発電

システムの運用を行い燃料使用量の削減を図ることで燃料コスト増加を軽減させるとともに、電力小売事業において電力調達

の多様化を進め、当社にとって最も有利な電源構成を実現し、より安価な電力をお客様に提供することで、「総合エネルギー

サービス業」として一層の拡大を目指してまいりました。 

 この結果、当期の売上高は対前期比11.1％増の75,967百万円となりました。事業部門別では、コージェネ事業部売上高は、

対前期比1.0％増の34,189百万円となりました。コージェネレンタル事業部売上高は、発電設備燃料の売上が増加したことに加

え、電力小売事業による売上高が対前期比134.7％増の1,974百万円となったことも寄与し、対前期比22.2％増の39,052百万円

となりました。セキュリティ事業部売上高は、対前期比5.4％増の2,725百万円となりました。 

 一方、利益の面におきましては、コージェネ事業部におけるコストダウン等により粗利率の改善により利益が増加したもの

の、原油価格の高騰により燃料部門における収支が大幅に悪化し、営業利益が対前期比57.6％減の3,858百万円、経常利益が対

前期比50.3％減の4,889百万円となりました。また、平成１９年３月期は、Ａ重油の消費量抑制のための施策として、オンサイ

ト型自家発電システムの運転方法を、ピークカット運転に変更することにより、各顧客と発電装置等使用契約の契約変更を実

施いたしました。この変更契約に基づき本年4月より本格的に発電装置の運転方法を変更することになり、各顧客は電力会社よ

り電気をより多く購入することになります。この電気料金の差額予想負担金額3,576百万円を、特別損失に計上したこと等によ

り税引前当期純利益が対前期比89.8％減の993百万円、当期純利益が対前期比91.5％減の481百万円となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、16,215百万円（対前年同期比21.1％減）となりま

した。なお、各区分の状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当会計期間において、営業活動の結果、使用した資金は、1,190百万円（前年同期は12,803百万円の増加）となりました。 

 資金の増加要因といたしましては、原油価格の高騰に伴うコスト増の影響を大きく受けたことにより、税引前当期純利益が

993百万円（前年同期比89.8％減）となったものの、第42期の原油の値上がりに備えるため、契約変更補償引当金を3,576百万

円計上したこと（前年同期比－％）に加え、商品デリバティブ取引における預り保証金の増加が3,600百万円（前年同期比

39.0％減）、仕入債務の増加額2,099百万円（前年同期比34.0％減）、減価償却費の計上690百万円（前年同期比10.2％減）等

によります。 

 一方、資金の減少要因といたしましては、売上債権の増加額4,865百万円（前年同期は3,477百万円の減少）、法人税等の支

払額4,620百万円（前年同期比7.1％増）、未収入金の増加額2,796百万円（前年同期比67.2％増）、前渡金878百万円（前年同

期比－％）を計上したこと等によります。 



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当会計期間において、投資活動の結果、使用した資金は459百万円（前年同期比37.0％減）となりました。 

 資金の増加要因と致しましては、投資有価証券の売却による収入443百万円（前年同期比787.2％増）、有形固定資産の売却

による収入195百万円（前年同期比1,237.3％増）等であります。 

 一方、資金の減少要因と致しましては、綾部エネルギーセンター、天道エネルギーセンターの２ヶ所の発電所用設備及び貸

与固定資産の取得等により、有形固定資産の取得による支出額が915百万円（前年同期比14.9％増）となったこと等によりま

す。 

  

当会計期間における主な設備投資 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当会計期間において、財務活動により使用した資金は2,687百万円（前年同期比10.8％増）となりました。 

 これは主に、配当金の支払いによる支出額1,369百万円（前年同期比3.7％減）に加え、短期・長期借入金、社債及び固定資

産に係る割賦債務を1,310百万円減少させることができたこと（前年同期比34.2％増）等によります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．コージェネレンタル事業部（電力小売部門を除く）及びセキュリティ事業部については、電力供給に関するサービス及

び電力設備に関する技術サービス（メンテナンス業務）を主たる業務としており、生産部門を有しておりませんので、

記載を省略しております。 

２．金額は製造原価にて表示しております。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当事業年度における受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価額によっております。 

２．前期以前に受注した物件で、契約の変更等により受注残高と販売価額に増減のあるものにつきましては、受注高にその

増減額を含んでおります。 

３．受注高には「分離発注方式」により分離した工事費用相当分が含まれております。 

４．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

綾部エネルギーセンター用設備の取得 （発電出力 15,000ｋW） 262,838千円 

天道エネルギーセンター用設備の取得 （発電出力 2,000ｋW) 30,604千円 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

コージェネ事業部 自家用発電設備 17,127,743 83.1 

コージェネレンタル事業部 電力小売 884,958 237.4 

合  計 18,012,701 85.9 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

コージェネ事業部 自家用発電設備 25,424,628 63.8 12,190,021 56.4



(3）販売実績 

 当事業年度における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．コージェネ事業部の「その他」は、吸着式冷凍機等であります。 

２．セキュリティ事業部の「その他」は、電力設備等の改修工事・竣工試験及びロイヤリティ等であります。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

（電力自由化の流れ） 

 わが国において平成12年３月より始まった電力の自由化も、年々活発化し、現在では一部地域に限らず、全国規模での新規

参入事業者による電力小売が行われるようになりました。 

 しかしながら、未だ新規参入者の販売規模は小さく、今後より一層の自由化が求められる状況にあるといえます。また最

近、電力購入時の判断基準として、価格だけではなく環境負荷の少ない電気であるか否かを求める動きも徐々に広がり、今後

は価格面と環境面の両者を満足させる電力供給が必要とされる様相を呈しております。 

 自由化の対象となっている契約電力50ｋＷ以上のユーザー数は、平成18年４月現在、全国で約74万９千件。今後、平成19年

４月をめどに一般家庭への自由化も検討が開始される予定であり、全面自由化が実現される見通しとなってきました。 

 今後、より一層の自由化範囲の拡大、環境面での付加価値など商品の多様化を受け、当社といたしましてもこれをビジネス

チャンスと捉えており、総合エネルギーサービス業として対処していかなければならないと考えています。 

  

（オンサイト型自家発電システムについて） 

 オンサイト型自家発電システムは、お客様の電力使用のピーク部分を発電装置による発電で賄うことで、電力需要の「山」

と「谷」の格差を縮小します。このように、電力の負荷を平準化することにより、電力会社の発電効率の向上につながり、Ｃ

Ｏ
２
の削減に貢献することとなります。 

 当社は、170ｋＷ型並びに495ｋＷ型のオンサイト発電事業でこれに貢献しております。 

事業部門別 金額（千円） 前年同期比（％） 

コージェネ事業部 

  自家用発電設備 34,019,222 100.5 

  その他 170,763 2,121.2 

計 34,189,985 101.0 

コージェネレンタル事業部 

  発電設備レンタル 67,516 15.3 

    〃  整  備 8,521,372 101.3 

    〃  燃  料 28,489,481 128.0 

  電 力 小 売 1,974,383 234.7 

計 39,052,754 122.2 

セキュリティ事業部 

  電力設備メンテナンス 1,925,957 104.0 

  その他 799,108 108.7 

計 2,725,066 105.4 

合計 75,967,807 111.1 



 また、電力会社の大規模集中型発電では投入エネルギーの半分程度しか利用されず、かつ送電ロスをともないます。これに

対し、オンサイト型自家発電システムでは廃熱エネルギーが利用でき、エネルギー効率を60～80％まで高めることが可能とな

ります。また「気候変動枠組条約第３回締約国会議（ＣＯＰ３）」で採択された京都議定書が平成17年２月16日に発効し、Ｃ

Ｏ
２
削減に効果を発揮するコージェ.ネレーション（熱電併給）に対するニーズが高まりを見せております。 

 そこで、当社としましては、発電効率の向上に努め、廃熱利用でエネルギーの有効活用や環境保全にも対応してまいりま

す。 

 また、当社のオンサイト型自家発電システムは、24時間遠隔監視システム（ＣＭＳ）により効率的にこれの運用を行い、燃

料消費量等を削減しております。 

 さらに近年、災害対策用としてのオンサイト型自家発電システムに対する関心が高まっており、規制当局に申請することに

より防災用並びに常用と兼用化することが出来ます。 

  

（電力小売について） 

 平成18年４月１日をもちまして、電力小売事業部とセキュリティ事業部を統合し「電力サービス事業部」が発足いたしまし

た。このことによる人材の有効活用等シナジー効果で、経営効率の向上、電力小売の自由化範囲拡大への対応力、営業力の向

上が見込まれ、今後のさらなる商圏拡大に対応していきたいと考えております。 

 旧セキュリティ事業部による電力設備メンテナンスを実施しているお客様や、オンサイト型自家発電システムをご採用いた

だいているお客様は、ほぼ全てが電力小売の自由化範囲にいらっしゃいます。 

 当社はこうしたお客様の中から有効な負荷合成を行い、これらのお客様に電力を販売し、効率の良い事業運営を行い、さら

なる業容の拡大を進めてまいります。 

 なお、電力小売事業の拡大に不可欠な電源につきましては、先ず平成15年に滋賀県大津市に償却負担の少ない低コストの総

出力約１万ｋＷの小規模発電所を完成させ、平成16年４月１日より営業運転を開始。続く平成17年８月には京都府綾部市に総

出力約１万５千ｋＷ、平成18年１月には 福岡県天道工場内に約２千ｋＷの小規模発電所の営業運転を開始し、現在合計出力

は約２万７千ｋＷとなりました。 

 また、当社はこれまでに約7,000台（180ｋＷ／台）のオンサイト型自家発電システムを全国的に設置しており、この合計出

力は約150万ｋＷになります。これは、電力小売事業拡大のための貴重な経営資源であります。これらを最大限活用したビジネ

ス展開を構築したいと考えております。 

 電力小売用の電源は、前述の自社電源の他に、他の特定規模電気事業者（ＰＰＳ）や、電力取引市場（ＪＥＰＸ）、電力会

社やその他電源などから電力の調達を行い、最も有利な電源構成を選択することで対応しており、今後も同様に対処してまい

ります。 

 併せて、自社発電所の一部にバイオマス発電所を設けるなど、ＲＰＳ法（電気事業者による新エネルギー等の利用に関する

特別措置法）へ対応しつつ販売電力への付加価値を高め、よりコスト優位で環境にやさしい事業運営を行ってまいります。 

 このように、現状に満足することなく、今以上に多くのお客様に安価な電力供給が行えるよう、電力小売事業の全国規模へ

の拡大並びに研究を重ねてまいります。 

  

（新商品について） 

 地球温暖化現象の抑制並びに環境保全は目下の急務であり、このことに対する関心は大きなうねりとなっています。それに

伴い、一部には既に始まっております排出権の売買や、ＣＯ
２
抑制等への対応も地球的規模で広がっております。 

 我が国に於いても省エネ法が改正され、平成18年４月１日から施行されています。 

 当社にとってこれを一大ビジネスチャンスと捉え、事業展開をいたしてまいります。 

 先ず、当社の大きな経営資源でありますオンサイト型自家発電システムの燃料にはＡ重油を用いますが、これに廃食油等バ

イオマス燃料を10～30％混焼する技術を開発いたしました。このことによって省エネ法に定める省エネ目標を達成することは

もとより、ＣＯ
２
の大幅な抑制につながります。 

 当社はオンサイト型自家発電システムの新規販売物件はもとより、既存の約7,000台の発電装置にも、この混焼技術によって

全国スケールでの省エネに貢献してまいります。 

 その他工場・事業所等のエネルギー使用現場における水処理、空調機器、蓄熱設備、ガスへのエネルギー転換等の工場イン

フラに係る合理化ビジネスにも重点を置き、事業ドメインを環境保全ビジネスに傾注していきたいと考えております。 

 当社は、これからも独自の発想による戦略でこれらの事業運営に臨み、（総合エネルギーサービス業）として、顧客満足度

の限りなき向上に挑んでまいります。 

  

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項は、以下のようなものがあります。 



 なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。 

  

(1）オンサイト型自家発電システムの販売及び原油価格の高騰について 

 当社は、オンサイト型自家発電システムの販売もしくはレンタル契約を締結している顧客に対して、その燃料であるＡ重油

を契約期間に渡り、一定の仕切り価格で提供する場合があります。この場合、当社は常にＡ重油の市場価格の変動リスクを負

うことになります。そこで、当社はこの価格変動リスクを回避するため、金融機関等とコモディティスワップ(長期先物)取引

等を行っております。 

 当期において、原油価格が期初の当社想定値を大幅に上回り推移いたしました。この原油価格高騰により、次の通り影響を

受け、当期の燃料部門の損失は、7,654百万円となっております。 

  

１．Ａ重油の調達価格の高騰 

 当社のＡ重油の調達はCIF価格をベースに製油費用、運送費用等を上乗せした価格を基に石油業者と取引を行っております

が、原油価格の高騰等により、これらの価格が上昇し、当社のＡ重油の調達価格自体も上昇しております。 

 （注） CIF価格はCost Insurance Freight の略称であり原油の原価に仕向地までの保険料と運賃を加えたものであり、

税関によって平均値が算出されております。 

  

２．スワップ等によるヘッジ比率の低下 

 原油価格の高騰に伴い、原油の長期先物レートについても上昇したことから、有利な条件でのスワップ契約の締結ができ

ず、固定価格で顧客に提供するために調達したＡ重油の量(1,263百万リットル)に対する、スワップ等によるヘッジ量(996百

万リットル)の比率が低下いたしました。この未ヘッジ相当については、市場価格でＡ重油を調達することになり、結果とし

て、顧客との契約価格(固定価格)との差額及びその価格変動リスクを当社が負担したことになります。 

  

 当社はＡ重油の消費量抑制のための施策として、翌１年間についてはオンサイト型自家発電システムの運転方法をピーク

カット運転に変更することにより、Ａ重油の消費量を抑制し、かつ効率的な発電を行うべく各顧客と契約変更を行ってお

り、当該変更による損失は特別損失として計上済みであります。 

 しかし、今後、原油価格が現在の水準以上で推移した場合、翌1年間以降この未ヘッジ相当分についても、新たにスワップ

等でヘッジできなくなることが考えられます。この場合、市場価格でＡ重油を調達し、一定の仕切り価格で契約顧客に対

し、契約期間が終了するまでの間、提供することになるため、Ａ重油の価格変動に伴う損失が長期にわたり発生する可能性

があり、当社の経営に影響を及ぼす場合があります。 

 また、将来、原油価格が更に高騰した場合、もしくは現在の価格水準が長期間継続した場合、オンサイト型自家発電シス

テムの販売そのものが困難になる可能性があります。 

  

(2）事業計画における原油価格の想定について 

 平成19年３月期事業計画策定の基礎となっている原油価格については、平成18年10月以降、緩やかに下落し、年間平均値と

して、WTIベースで１バレル当たり60ドル、平成19年３月時点では、１バレル当たり45ドルと見込んでおります。この前提数値

は、当社の判断であり、将来乖離する可能性があります。この場合、事業計画の基礎となる数値が変わることになりますの

で、売上高、経常利益、当期純利益等の数値が見込数値より乖離する可能性があります。 



(3）コストダウンについて 

 当社は、継続的に自家用発電設備の製造及び販売後のメンテナンスを中心としたコストダウンに取り組んでおります。 

 製造部門では、発電装置の主要部品であるエンジンの発電効率の向上、据付，施工工事の合理的な簡素化、付帯設備の見直

し等であり、整備部門では、エンジンオーバーホール時間の延長、整備予定スケジュジュールの効率的な作成、発電装置の運

転、制御方法の改善等であります。 

 これらのコストダウンが今後、予定どおりの成果が得られない場合、原油価格の高騰によるコストの増加を吸収できず、

コージェネレンタル事業部の利益率が低下する場合があります。 

  

(4）環境規制の強化について 

 世界的な環境規制強化が叫ばれる中で、埼玉県において、窒素酸化物（ＮＯｘ）規制の強化が実施され平成17年９月には茨

城県においても、同様の規制強化が実施されました。今後これらの規制強化が他府県に及ぶことも考えられます。 

 当社といたしましては、外付けの乾式触媒還元法による装置を採用することで規制値をクリアする技術を開発、取得済みで

ありますが、この場合、付属機器の取り付けに伴うコストの増加及びランニングコストとして尿素水が必要となり、相当分の

顧客メリットが減少し、オンサイト自家発電システムによる価格優位性が低下する場合があります。 

 また、平成18年４月に施行された省エネ法の改正により、燃料及び電気の合算による原油換算となったことにより、エネル

ギー指定工場が大幅に増加いたしました。それらの事業者に対して、エネルギー使用状況の定期報告義務が課され、また、発

電専用設備を新設した場合に、国内の火力発電専用設備の平均的な受電端発電効率を比較し、年間で著しくこれを下回らない

ものとするように求められるなどの規制も強化されております。現在の基準値はクリアしており問題はありませんが、今後更

なる規制強化が実施された場合、業務用顧客に対するオンサイト型自家発電システムの販売が困難になる可能性があります。 

  

(5）電力小売事業について 

 平成16年４月１日より、電力の小売自由化の範囲が、従来の特別高圧受電の大口需要家から、当社の顧客が多い高圧需要家

にまで拡大され、当社も電力小売事業に本格参入いたしました。これに伴い、滋賀県大津市、京都府綾部市、福岡県嘉穂郡に

それぞれ小規模発電所を完成させ、総出力合計約２万７千kWの自前電源を確保しており、大津市及び福岡県の発電所はバイオ

マス発電所の認定をうけ、RPS対応を実施しております。 

 この電力小売事業に係る顧客との電力需給契約は１年ないしは３年の短期の契約であり、契約期間満了時に、電力会社の更

なる値下げ、他のＰＰＳ業者（特定規模電気事業者）の参入等により、当社の価格優位性が低下した場合、契約更新されない

可能性があります。また、当社は今後、電力小売事業を拡大してまいる所存でありますが、計画どおり電気が調達できない場

合、電力小売用の電源の確保がおくれ、電力小売事業が計画どおり進まない可能性があります。 

  

（注１） バイオマスは、「動植物に由来する有機物をエネルギー源として利用することができるもの」であり、国の施策と

してその活用が促進されております。 

  

（注２） RPSとはRenewable portfolio standardの略称であり、「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置

法」(=RPS法)が、平成15年４月１日より施行されております。この法律は、電気事業者に対して、一定量以上の新

エネルギーを利用して得られる電気の利用を義務付け、新エネルギー等の利用を促進していくものです。 

  

(6）電力価格の変動について 

 電力価格の変動につきましては、社内的にある程度の値下げを予測したうえで、対応策、利益計画を立案しておりますが、

その対応策により、想定した効果が得られない場合、電力料金が予測値以上に値下げされた場合、顧客のオンサイト発電装置

の導入意欲が低下し、新規顧客の獲得が困難になる場合があります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 小規模オンサイト自家発電業界をリードする当社は、電力負荷平準化やエネルギーの有効利用を通して社会に貢献していま

す。 

 研究開発活動は当社の規模からいたしますと巨額の資金を必要とする基礎研究分野より、むしろ既存技術を応用した商品化開

発を主軸にしております。 

 例えば、メーカーが開発した高効率の汎用新型トラック用エンジンを発電装置用に搭載するため制御システムや、燃費改善の

リモートラジエター方式等の開発を行っております。 

 また、環境保護に資するためエンジンから排出される窒素酸化物や黒煙の除去装置を共同開発し、フィールド実証し、成果を

上げております。 

 さらに、発電装置の廃熱を利用した発電システムや低温生ゴミ乾燥機の開発を独自で行っております。 

 将来の布石としてバイオマス燃料とＡ重油を混焼させるシステムの開発や、燃料電池，リチウムイオン電池などの新エネル

ギー・蓄電技術への開発活動を行っております。 

 これらの活動の結果、当会計期間における研究開発費の総額は237,632千円であります。 

  

主な開発内容 

 当期における主な活動状況は次のとおりであります。 

  

(1）エネルギー変換の高効率化と信頼性の向上 

① オンサイト型自家用ディーゼル発電装置の高効率化 

 大口電力需要家で採用が増大している500kWクラスの発電装置の原動機として、数社の高圧・高噴射圧型新型ディーゼルエ

ンジンを採用し、それに伴い冷却系統を改良した新型発電装置は、燃料消費率及びばい煙性状の改善効果も所期の目標値を

クリアして量産体制に入りその効果を具現しております。 

 また、既存エンジンの高効率化及び発電機本体の効率アップを目的に新たな設計思想を取入れた装置の開発を進めていま

す。 

  

② 発電装置の制御方法の改善改良 

 発電装置の運転方法は、配電系統への安全と電力品質の確保を図りながら、経済的効果アップを図るために、いかに効率

良く運転制御するかがポイントとなります。また、電力会社の停電時における発電装置の負荷分担制御を的確に実施できる

電子制御システムの構築も併せて必要なものとなります。そこで、エンジン制御のコンピュータ化に対応して、当社システ

ム制御の高速化を構築し数種類の新型エンジンに適用しており、その応用技術を従来型エンジンにも適用すべく開発を進め

ております。 

 この開発により、買電電力量の少ない需要家でも発電装置の高負荷率運転が可能となり、経済性が向上するとともに、電

力会社停電時の大容量負荷（高圧モーター等）の起動にも支障無く対応できることの確実性が格段に向上しました。 

  

(2）ディーゼルエンジンの環境性向上 

① ディーゼルエンジンの排ガス（黒煙・ＰＭ・ＮＯx）浄化装置の開発 

 ディーゼルエンジンの排ガス黒煙の除去について数社と共同開発を行い排ガス浄化性能（黒煙除去率85％）をクリアでき

る装置の開発を実施し、初期の目的を達成し、各地で連続運転を行っています。引き続き、本方式のコストダウン、信頼性

向上に向けて改良開発を進めています。また、他の方式も視野に入れ、安価な装置の開発をメーカー数社と共同研究を実施

いたしております。 

 なお、窒素酸化物（ＮＯx）につきましては、乾式触媒還元法による装置を採用し、実績効果の蓄積と、機能維持推移を研

究しております。さらに、簡便コストダウンを目標に尿素水制御を発電制御と一体化とする等の改良・改善を行っていま

す。 



② バイオマス燃料とＡ重油の混焼システムの構築 

 ディーゼルエンジンの燃料としてＢＤＦ（Ｂｉｏｍａｓｓ・Ｄｉｅｓｅｌ・Ｆｕｅｌ）を各社が研究開発されております

が、特定規模電気事業用発電所としての大津エネルギーセンターにおいて、ＢＤＦ燃料のようにエステル化処理不要のバイ

オマス燃料とＡ重油の混焼によるＲＰＳの認定を取得し、バイオマス発電所として本格運転を開始し、今期末までの１年間

で約27万kWhのＲＰＳ認定電力を発電しました。 

 また、天道エネルギーセンターについては事前にＲＰＳ認定取得し、平成18年１月から本格運転を開始しました。 

 今後は、さらに混合率のアップを図り、バイオマス発電所としての効果を発揮する環境に優しいＣＯ
２
排出を抑制した発電

所の運転を目指します。 

 また、液化ガスを原料とした新燃料ＤＭＥ（ジ・メチルエーテル）やＧＴＬ（ガスツーリキッド）を使用した、排ガス性

状のクリーン化を目的に、ディーゼルエンジンの改造研究に着手しております。 

  

③ 新型低公害エンジンの耐久試験 

 現在、脚光を浴びているコモンレール制御方式のディーゼルエンジンを発電装置用に改良し、Ａ重油を燃料とした耐久試

験を実施致しております。当エンジンは燃費・排ガス性状の改善を目的に自動車用に開発されたもので、燃料としては軽油

仕様であります。そこでＡ重油での耐久性や制御システム及び整備内容の確認も含めた総合試験であります。 

  

④ ガスエンジンの標準化 

 重油燃料の高騰や省エネ（ＣＯ
２
削減）・環境重視の関係で、油燃料のガス転換によるガスエンジンコージェネ要望顧客が

増加していることもあり、当社の強みが発揮出来る500KWクラスを標準化した装置の開発を含め本格的にガスエンジンへの取

組を開始しました。 

  

⑤ 環境計量証明事業登録の完了 

 従来からの騒音・振動計量証明事業登録に加え、環境対応を強化する目的も含め大気濃度に関する計量証明事業登録を完

了したので、発電装置納入先を含めて本格的な事業展開を図ります。 

  

(3）省エネ機器の開発 

① 低温廃熱回収発電装置 

 低温廃熱回収発電装置は、工場等産業界において利用されることなく廃棄されている100℃前後の低温・低級な熱エネル

ギーを再び電力エネルギーとして回収する装置です。 

 オンサイト型発電装置の廃熱を利用し、より効率的な電力回収を行うため、新たなスクリュータービンを採用した小型の

低温廃熱回収発電装置のシステムを構築して、総合性能確認試験を天道工場で完了し、大津エネルギーセンターでの実証試

験を開始しております。 

  

② 吸着式冷凍機の改善・コストダウン化 

 廃熱利用による吸着式冷凍機のコストダウンを目指し、製造・メンテナンスの簡便化を含めた改善、開発を開始しており

ます。 

  

③ 低温生ゴミ乾燥機の開発 

 発電装置の廃熱利用として開発した低温生ゴミ乾燥機は、このエンジン廃熱を利用する生ゴミなどの固形物乾燥装置で

す。各種生ゴミ、汚泥などの乾燥性能確認を完了し、客先での運用を検討しております。 

  

(4）新エネルギー及び深夜負荷造成への取組み 

① 新エネルギーへの取組み 

 新エネルギー燃料電池への取組みとして、将来のオンサイト発電装置として期待できる、高温型の溶融炭酸塩型燃料電池

の開発に取組んでいる商社のビジネスに共同参画し、その専任として経験豊富な現場技術者を配属し、消化ガス等を燃料と

した溶融炭酸塩型燃料電池の運転・整備に関するノウハウの蓄積を実施しております。 



② 蓄電による深夜負荷造成と電力負荷平準化 

イ）リチウムイオン電池 

 慶應義塾大学の大型リチウムイオン電池開発の共同研究に参画して、蓄電効率が高く、充放電サイクルに強いリチウム

イオン電池を用いて深夜電力を蓄電（深夜負荷造成）し、昼間時間帯に放電（電力放出）するシステム開発で電力負荷平

準化および無瞬断電源システム、さらに災害時対応電源システムや自然エネルギー（太陽光・風力・小型水力等）発電の

電力変動調整用システム（ある意味でのマイクログリッド方式）としての運用を目指しております。 

 また、ニッケル水素電池についても同様目的で研究を開始しております。 

  

ロ）レドックスフロー電池 

 レドックスフロー蓄電装置を業務用ビルに設置し、その実機での最適運転制御や商用電源との経済的運用方法について

の実証確認試験により、さらなる効率的運用方法の研究開発を継続しています。 

  

(5）遠隔監視・制御技術の高度化 

① 新通信システムの構築 

 近年のＩＴ技術を駆使した、双方向通信による電力小売事業による電力託送を踏まえ、顧客の使用電力量と発電電力量の

同時同量制御・監視システムの運用を開始しております。 

 さらに、顧客のＩＰ電話等の採用増加に伴う情報通信手段として、ＰＨＳ方式によるシステム運用を開始しました。 

 また、顧客の電力設備の事故原因の大半を占める絶縁劣化を検出するセンサーの改良を行い、併せて電源安定度の監視を

目的に、電圧・電流・高調波・電力等々を監視するシステムの構築を開始しております。 

  

② Ｎｅｔ型発電システムの標準化 

 顧客に設置されたオンサイト発電装置を特定規模電気事業用の発電所として運用する方式をＮｅｔ型発電システムと称し

ていますが、この制御方式（同時同量と発電機の出力制御）の構築と標準化を進めています。 

  

③ 瞬間停電や瞬間電圧低下（瞬低）対策システムの構築 

 高度化された産業社会では不意の電力系統の電圧低下（瞬低）による損失や安全性は非常に重なテーマであります。この

瞬低防止対策には各種の方法がありますが、いずれもいかに早く現象を検出してバックアップされた正常電源との切替えを

行うかの手法であります。 

 今回の方法は、当社の小型複数台の設置方式を利用した、その瞬低による電圧降下を補償するシステムであり、複数台の

発電装置のうちの１台を瞬低保護用として、従来のオンサイト発電装置の機能も発揮しながら、商用系統が停電しても装置

以降の電源は電圧降下が発生しないというシステムであります。天道工場での実機確認試験を経て、需要現場への設置工事

を完了して本格運転を開始しました。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当会計期間末における流動資産は249,967百万円（前期比95,642百万円増）となりました。増加要因といたしましては、商品

スワップ等の時価評価額が192,765百万円（前期比90,108百万円増）となったこと、未収入金が5,512百万円（前期比2,797百万

円増）となったこと及び現金及び預金18,202百万円（前期比4,283百万円減）となったこと等によります。 

 商品スワップ等の時価評価額の増加につきましては、発電装置の燃料であるＡ重油の価格上昇リスクを回避するために商品

スワップ等のデリバティブ取引を実施しておりますが、Ａ重油の取扱量の増加にともないデリバティブの契約自体が増加して

いることに加え、原油価額の高騰により、各契約の時価評価額自体も増加していることによります。 

 未収入金の増加につきましては、原油価格の高騰により、デリバティブ取引にかかる決済益が増加しており、この増加に

伴って、決済益にかかる未収入金が増加したこと等によります。現金預金の減少につきましては、燃料部門に行けるA重油調達

コストの増加等によります。 

  

（固定資産） 

 当会計期間末における固定資産は17,981百万円（前期比433百万円減）となりました。その内訳は有形固定資産が10,332百万

円（前期比490百万円減）、無形固定資産が209百万円（前期比31百万円増）、投資その他の資産が7,438百万円（前期比25百万

円増）であります。有形固定資産につきましては、自家用発電設備の除却等により、貸与固定資産が前期比339百万円減少した

こと、遊休土地の減損処理等により土地が276百万円減少したこと等によります。投資その他の資産の増加につきましては、繰

延税金資産が前期比334百万円増加していること、投資有価証券が前期比145百万円増加していること等によりますが、貸倒引

当金の増加253百万円、長期前払費用の減少160百万円により、その一部が相殺されております。 

  

（流動負債） 

 当会計期間末における流動負債は222,919百万円（前期比92,938百万円増）となりました。増加要因といたしましては、商品

スワップ等の時価評価額の増加により、繰延ヘッジ利益が前期比89,643百万円増加していること、支払手形が1,270百万円、買

掛金が1,574百万円それぞれ増加していること、契約変更補償引当金の計上による増加3,576百万円等によりますが、未払法人

税等の減少2,221百万円、未払消費税等の減少462百万円によりその一部が相殺されております。 

  

 (固定負債) 

 当会計期間末における固定負債は13,977百万円（前期比2,993百万円増）となりました。この要因といたしましては、商品デ

リバティブ取引における預り保証金が前期比3,600百万円増加していること等によりますが、有利子負債圧縮に伴い、長期借入

金が前期比742百万円減少しており、この影響を受けております。 



(2）経営成績 

① 売上高 

 「１ 業績等の概要、(1)業績」を参照願います。 

② 売上原価及び売上総利益 

 当会計期間における売上原価は前期比25.8％増加し66,606百万円となりました。 

 事業部門別では、コージェネ事業部売上原価（製商品売上原価）が、前期比5.8％減少し18,286百万円となり、売上総利益

は前期比10.1％増加し15,903百万円、売上総利益率は前期比3.8ポイント改善し46.5％となりました。この要因といたしまし

ては、オンサイト型自家発電システムに係る原価について、製造段階、現場施工工事等によるコストダウンの成果によりま

す。 

 コージェネレンタル事業部売上原価（エネルギーサービス売上原価）は前期比46.1％増加し46,167百万円となり、売上総

利益は△7,115百万円となり、売上総利益率は前期比19.3ポイント低下し△18.2％となりました。この要因といたしまして

は、燃料部門において、原油価格の高騰により、商品スワップ取引等のデリバティブ契約によるコストの固定化が必要量実

施できず、収支が大幅に悪化したこと等によります。 

 セキュリティ事業部売上原価（技術サービス売上原価）は前期比12.4％増加し2,151百万円となり、売上総利益は前期比

14.6％減少し573百万円、売上総利益率は前期比5.0ポイント低下し、21.0%となりました。 

  

③ 販売費及び一般管理費 

 当会計期間における販売費及び一般管理費は前期比13.4％減少し5,503百万円となりました。この要因といたしましては、

報酬給与が560百万円減少したことに加え、貸倒引当金繰入額が63百万円、研究開発費が40百万円、及び交際費が54百万円減

少したこと等によります。 

  

④ 営業外収益及び営業外費用 

 営業外収益は前期比29.5％増加し1,478百万円となりました。営業外費用は前期比10.0％増加し447百万円となりました。

営業外収益の増加要因といたしましては、電力小売事業用発電装置の燃料に係る、商品スワップ契約の決済益が210百万円、

評価益が37百万円それぞれ増加したこと等によります。 

 営業外費用の増加要因といたしましては、たな卸資産評価損の増加85百万円、事故賠償金の増加85百万円等によります

が、為替差損の減少43百万円、部品交換損失の減少78百万円等の影響を受けております。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当期の設備投資の主な内容は次のとおりです。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社の主要な設備は、次のとおりであります。 

綾部エネルギーセンター 新設に伴う設備の取得（発電出力15,000kW） 262,838千円 

天道エネルギーセンター 新設に伴う設備の取得（発電出力 2,000kW） 30,604千円 

    平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円）
従業
員数 
（人）

貸与固定資
産 

建物
土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
(大阪市中央区) 

その他 
設備 

2,477,347 
[ 2,477,347]

85,275 － 79,995 2,642,619 104

東京支社 
(東京都千代田区) 

その他 
設備 

－ 12,688 － 6,850 19,539 －

東京技術センター 
(東京都大田区) 

その他 
設備 

－ 20,613 － 2,067 22,681 9

天道工場 
(福岡県嘉穂郡桂川町) 

発電装置
生産設備 

－ 222,642
205,360

(35,152.79)
107,850 535,852 22

大津エネルギーセンター 
(滋賀県大津市) 

電力小売用
設備 

－ 87,239
3,166,701
(23,031.40)

600,843 3,854,784 11

綾部エネルギーセンター 
(京都府綾部市) 

同上 － 57,498
294,719

(18,994.79)
264,637 616,855 3

天道エネルギーセンター 
(福岡県嘉穂郡桂川町) 

同上 － 9,377 － 21,063 30,440 1

仙台事業所 
(仙台市太白区) 

販売 
設備 

－ 46,357
314,400
(693.12)

3,514 364,272 13

埼玉事業所 
(さいたま市桜区) 

同上 － 63,601
158,000
(765.08)

9,336 230,937 22

千葉事業所 
(千葉市稲毛区) 

同上 － 59,100
195,262
(887.18)

8,179 262,542 13

横浜事業所 
(横浜市港北区) 

同上 － 64,667
208,998
(892.56)

13,363 287,029 17

名古屋事業所 
(名古屋市瑞穂区) 

同上 － －
56,100
(300.00)

－ 56,100 7

名北事業所 
(愛知県春日井市) 

同上 － 58,388
112,700
(816.39)

6,678 177,767 22

京滋事業所・ 
オペレーションセンター 
(滋賀県大津市) 

同上 － 125,705
221,044
(1,452.43)

50,848 397,598 21

大阪事業所 
(大阪府吹田市) 

同上 － 153,086
68,200
(528.94)

18,218 239,504 31

岡山事業所 
(岡山県総社市) 

同上 － － － 1,603 1,603 9



 （注）１．帳簿価額のうち、「貸与固定資産」は、自家用発電設備であり、「その他」は、構築物 549,592千円、機械装置 

517,020千円、車両運搬具 720千円、工具器具備品 167,220千円であります。 

２．上記中［ ］書は、内書で賃貸中のものであります。 

３．事業所及び営業所の従業員は、コージェネ事業部、コージェネレンタル事業部及びセキュリティ事業部のいずれかに属

しており、各事業所及び営業所の「従業員数」は、それぞれの事業部に属する従業員の合計人数であります。 

４．前期までその他に含めておりました「綾部エネルギーセンター」は、平成17年８月営業運転を開始したため、区分掲記

いたしました。 

５．「天道エネルギーセンター」は「天道工場」内にあり、土地の帳簿価額及び面積は「天道工場」に含めて表示しており

ます。 

６．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

７．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円）
従業
員数 
（人）

貸与固定資
産 

建物
土地
(面積㎡) 

その他 合計 

広島事業所 
(広島市西区) 

同上 － 114 － 1,471 1,586 10

山口事業所 
(山口県徳山市) 

同上 － － － 1,699 1,699 2

福岡事業所 
(福岡市博多区) 

同上 － 265 － 3,235 3,500 16

南九州事業所 
(鹿児島県鹿児島市) 

同上 － － － 1,242 1,242 12

営業所等 計15ヶ所 
販売設備・
その他設備 

－ 5,286
13,338
(555.34)

9,345 27,970 53

その他 
その他 
設備 

－ 
285,234
[249,635]

249,004
[90,456]
(1,471.53)
([282.41])

22,507
[16,086]

556,746 －

合計 － 
2,477,347 
[ 2,477,347]

1,357,145
[249,635]

5,263,828
[90,456]

(85,541.55)
([282.41])

1,234,554
[16,086]

10,332,876 398

名称 数量 リース期間（年）
年間リース料
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

ネットワーク・通信機器 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

７式 ４～５ 16,848 3,868 

電子計算機 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

３式 ４～５ 8,170 26,451 

電動式開閉門 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

１式 ６ 353 3,006 

車両運搬具 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

２０１台 ４～６ 107,169 191,538 

脱酸素装置 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

７８台 ９ 50,170 353,655 

電力市場取引システム 
（所有権移転外ファイナンス・リース） 

１式 ５ 582 2,473 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設 

 該当事項はありません。 

  

(2）重要な改修 

 該当事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式分割 

平成13年７月５日開催の取締役会の決議により、平成13年９月30日現在の株主名簿に記載された株主の所有株式数を平

成13年11月20日付で、１株につき1.5株の割合をもって分割いたしました。 

２．有償・一般募集   1,000,000株 

発行価格        4,704円 

資本組入額       2,254円 

払込金額の総額  4,508,000千円 

３．株式分割 

平成16年２月10日開催の取締役会の決議により、平成16年３月31日現在の株主名簿に記載された株主の所有株式数を平

成16年５月20日付で、１株につき1.3株の割合をもって分割いたしました。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 45,000,000 

計 45,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月15日） 

上場証券取引所名又は登録証
券業協会名 

内容 

普通株式 27,400,750 27,400,750

東京証券取引所
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（ニッポン・ニュー・マーケッ
ト－「ヘラクレス」） 

－ 

計 27,400,750 27,400,750 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年11月20日 
（注１） 

6,692 20,077 － 1,973,500 － 3,351,500

平成14年８月28日 
（注２） 

1,000 21,077 2,254,000 4,227,500 2,254,000 5,605,500

平成16年５月20日 
（注３） 

6,323 27,400 － 4,227,500 － 5,605,500



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式16,848株は「個人その他」に168単元、「単元未満株式の状況」に48株含めて記載しております。 

２．証券保管振替機構名義株式575株は「その他の法人」に5単元及び「単元未満株式の状況」に75株含めて記載しておりま

す。 

  

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、2,745千株であります。 

２．日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、487千株であります。 

       平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
（人） 

－ 43 43 123 91 － 14,112 14,412 －

所有株式数 
（単元） 

－ 66,149 6,379 11,586 26,400 － 162,440 272,954 105,350

所有株式数
の割合 

（％） 
－ 24.1 2.3 4.2 9.7 － 59.7 100 －

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式
数 
（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合 
（％） 

深尾 勲 東京都世田谷区代田５－33－５ 6,416 23.42

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 東京都港区浜松町２－11－３ 3,029 11.05

㈱ワイエッチエフ 東京都千代田区二番町１－２ 904 3.30

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 
（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 789 2.88

深尾 暢夫 滋賀県草津市野村１－25－10 705 2.57

㈱滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１－38 614 2.24

野村信託銀行㈱ 
（退職給付信託三菱東京ＵＦＪ銀行口） 

東京都千代田区大手町２－２－２ 526 1.92

バンク オブ ニューヨーク ヨーロッパ 
リミテッド ルクセンブルグ131800 
（常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行） 

ルクセンブルグTREVES通りL-2633
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

355 1.30

圓山 麻紀 滋賀県大津市池の里20-12 324 1.19

ステート ストリート バンク アンド ト
ラスト カンパニー505025 
（常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行） 

米国マサチューセッツ州ボストン02101
P.O.BOX351 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

292 1.07

合計 － 13,958 50.94



３．Coldman Sachs (Japan)Ltd及びその共同保有者であるColdman Sachs International、Coldman Sachs & Co.、コールド

マン・サックス・アセット・マネジメント㈱から平成18年３月31日付けの大量保有報告書の写しの送付があり、同日現

在でそれぞれ以下の通り株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質

所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

４．モルガン・スタンレー証券準備㈱及びその共同保有者であるモルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インコー

ポレーテッド、モルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナル・リミテッド、エムエスディーダ

ブリュ・エクイティー・ファイナンス・サービセズl(ケイマン)・リミテッド、エムエスディーダブリュ・エクイ

ティー・ファイナンシング・サービセズ(ルクス)エス・アー・エール・エルから、平成18年３月３１日付けの大量保

有報告書の写しの送付があり、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、

当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。 

  氏名又は名称 住所
保有株券等
の数(株) 

株券等保有
割合(%) 

  Coldman Sachs (Japan)Ltd 
英国領バージン・アイランド、トルトラ、
ロード・タウン、ロマスコ・プレイス、ウ
イックハムズ・ケイ1、私書箱3140 

273,070 1.00 

  
Coldman Sachs 
International 

Peterborough Court,133 Fleet Street, 
London EC4A 2BB UK 

1,614,560 5.89 

  Coldman Sachs & Co. 
85 Broad Street,New York、New York 
1004,U.S.A 

216,750 0.79 

  
コールドマン・サックス・
アセット・マネジメント㈱ 

東京都港区六本木６－１０－１
六本木ヒルズ森タワー 

482,300 1.76 

  計 － 2,586,680 9.44 

  氏名又は名称 住所
保有株券等
の数(株) 

株券等保有
割合(%) 

  
モルガン・スタンレー証券
準備㈱ 

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号
恵比寿ガーデンプレイスタワー 

191,280 0.70 

  
モルガン・スタンレー・ア
ンド・カンパニー・インコ
ーポレーテッド 

1585 Broadway、New York、NY 10036 223,200 0.81 

  
モルガン・スタンレー・ア
ンド・カンパニー・インタ
ーナショナル・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf
London E14 4QA U.K 

621,225 2.27 

  

エムエスディーダブリュ・
エクイティー・ファイナン
ス・サービセズI(ケイマ
ン)・リミテッド 

c/o M&C Corporate Service Limited 
P.O.Box 309GT Ugland House、South 
Chrch Street George Town, Grand  
Cayman 

35,800 0.13 

  

エムエスディーダブリュ・
エクイティー・ファイナン
シング・サービセズ(ルク
ス)エス・アー・エール・エ
ル 

8-10 rue Mathias Hardt, L-1717 
Luxembourg 

69,800 0.25 

  計 － 1,141,305 4.17 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替振替機構名義の株式が500株（議決権の数5個）が含まれておりま

す。 

  

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  16,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,278,600 272,786 －

単元未満株式 普通株式  105,350 － －

発行済株式総数 27,400,750 － －

総株主の議決権 － 272,786 －

     平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エネサーブ株式会社 
大阪市中央区北久宝
寺町二丁目５番９号 

16,800 － 16,800 0.06 

計 － 16,800 － 16,800 0.06 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

 なお、「当会社は、会社法第165条第２号の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得する

ことができる。」旨を定款に定めております。 

  

３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして認識しております。 

 基本方針といたしましては、株主資本の効率的運用を図り、ＲＯＥ（株主資本利益率）を向上させる中で、常に業績に裏づけ

された成果配分を行う方針であります。 

 また、内部留保につきましては、利益配分とのバランスを考慮し、将来のための新規事業、研究開発活動、生産設備合理化

等、経営体質強化のための投資に充当する予定であります。具体的には、電力小売事業拡大のための設備投資、燃料電池等の新

エネルギーについての研究開発など、将来の事業展開を見据えた積極的投資に充当してまいります。 

 当期（平成18年３月期）の利益配当につきましては、原油価格高騰の影響を大きく受け、経常利益、当期純利益とも前年実績

を大きく下回る結果になりましたが、普通株式１株につき50円（うち中間配当25円）とさせていただきました。 

 なお、第41期の中間配当についての取締役会決議は、平成17年11月14日に行っております。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成13年８月27日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は大阪証券取引所

ナスダックジャパン市場(現：ニッポン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」）におけるものであります。 

２．※印は、株式分割における権利落後の最高・最低株価を示しております。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 
6,190 
※5,380 

5,970 
5,120
※4,200 

4,920 3,850 

最低（円） 
3,650 
※3,550 

3,500 
3,650
※3,870 

3,550 1,851 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月

最高（円） 2,690 2,780 2,805 2,755 2,325 2,060 

最低（円） 2,210 2,125 2,535 2,230 1,988 1,851 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役社長 

（代表取締役） 

経営戦略 

室長 
深尾 勲 

昭和９年 

４月８日生 

昭和28年４月 関西電力株式会社入社 

昭和37年３月 島津金属工業株式会社入社 

昭和40年12月 当社設立 代表取締役社長 

平成17年６月 当社代表取締役社長兼最高

経営責任者 

平成18年６月 当社代表取締役社長兼経営

戦略室長（現任） 

6,416 

専務取締役 管理本部長 木下 賀夫 
昭和19年 

４月12日生 

昭和38年４月 株式会社住友銀行（現 三

井住友銀行）入行 

平成10年10月 同行本店支配人 

平成11年４月 当社入社 事業管理部長 

平成11年６月 当社取締役事業管理部長 

平成12年11月 当社取締役管理本部長兼事

業管理部長 

平成14年６月 当社常務取締役 

平成16年６月 当社専務取締役管理本部長

（現任） 

13 

常務取締役 事業本部長 松尾 昌明 
昭和28年 

１月10日生 

昭和50年４月 ミネベア株式会社入社 

昭和58年11月 クラウン・リーシング株式

会社入社 

平成９年３月 同社国際部長 

平成９年６月 当社入社 事業推進部長 

平成11年４月 当社経営企画室長 

平成11年６月 当社取締役経営企画室長 

平成11年10月 当社取締役経営企画部長 

平成14年８月 当社取締役経営企画部長兼

東京支社長 

平成16年６月 当社常務取締役経営企画部

長 

平成18年６月 当社常務取締役事業本部長

（現任） 

6 

取締役   田堰 良三 
昭和21年 

５月７日生 

昭和44年10月 司法試験合格 

昭和47年４月 東京弁護士会登録 

昭和49年10月 田堰法律事務所開設 

平成４年７月 かなえ法律事務所(現 銀

座共同法律事務所）所長

（現任） 

平成13年６月 当社取締役（現任） 

19 



 （注）１．取締役のうち、田堰良三氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役 星出 潔及び亀ヶ谷啓喜の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成16年５月20日付をもって、普通株式１株につき1.3株に分割を実施いたしました。 

４．当社は、経営環境の変化に対応する為、経営の意志決定・監督機能と業務執行機能を分離することにより、経営方針の

迅速な決定と監督機能強化及び、業務執行の円滑化を目的とした執行役員制度を導入しております。執行役員は13名で

あります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

監査役 

（常勤） 
  小寺 喜代司 

昭和20年 

10月６日生 

昭和39年４月 東海高熱工業株式会社入社 

昭和42年８月 当社入社 

平成10年６月 当社常勤監査役（現任） 

58 

監査役   星出 潔 
昭和17年 

12月３日生 

昭和49年９月 公認会計士登録 

昭和59年12月 星出公認会計士事務所所長

（現任） 

平成３年12月 監査法人東海会計社代表社

員 

平成10年６月 当社監査役（現任） 

0 

監査役   亀ヶ谷 啓喜 
昭和29年 

３月19日生 

昭和63年２月 公認会計士登録 

昭和63年７月 亀ヶ谷公認会計士事務所所

長（現任） 

平成10年６月 当社監査役（現任） 

0 

        計 6,514

役職名及び氏名 担当部門

専務執行役員 堀口 直浩 省エネ事業部長兼発電機効率化運転部長

常務執行役員 林  勇 エネルギー合理化グループ ガス事業担当兼研究開発部長 

常務執行役員 川口 明男 エネルギー合理化グループ 水、空調事業担当

執行役員 久米 守 東京支社長兼エネルギー合理化グループ ボイラー事業担当 

〃 山本 善朗 法務部長兼監査室長

〃 古野 修一 総務部長 

〃 花村 一郎 電力サービス事業部長

〃 野村 哲雄 発電機販売部長

〃 太田 光雄 事業本部副本部長兼品質管理、技術部長

〃 田村 英雄 発電機レンタル整備部長

〃 田中 秀樹 事業管理部長

〃 山口 勝裕 経営戦略室 ＩＲ担当

〃 西澤 稔 財務部長 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値の極大化に向けて、積極的にプラス価値を創造、提

供してゆくという当社の基本方針に基づき、法令遵守とビジネス倫理を十分認識の上、迅速な意思決定と適切な業務執行を行

うということであり、経営上の重要課題のひとつと位置づけております。 

  

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

 当社は電力需要家の電気設備の安全とエネルギーコストの削減を目指したエネルギーマネジメントサービスの提供を行うこ

とで企業価値を高め、当社を取り巻く社会・顧客、株主及び当社の従業員等のステークホルダーへの貢献と経営の透明性の確

保を目標として、環境の変化に対応して、より適切かつ迅速な経営判断ができる仕組みの構築に努力しております。 

  

① 会社の機関の基本説明 

 当社は取締役・監査役制度を軸にコーポレート・ガバナンスの充実を図っております。当事業年度末現在取締役は11名、

うち１名が社外取締役、また監査役は３名、うち社外監査役が２名となっており、ガバナンス面では、社外取締役並びに社

外監査役の存在を含め、監視、監督機能を十分に発揮しております。平成18年６月14日開催の定時株主総会及び取締役会に

おいて、経営環境の変化に対応するため、経営の意志決定、監督機能と業務執行機能を分離することにより、経営方針の迅

速な決定と監督機能強化及び、業務執行の円滑化を目的として、執行役員制度を導入いたしました。この制度の導入に伴

い、取締役４名、内１名が社外取締役、監査役３名、内２名が社外監査役及び、執行役員13名が中心となり経営上の意思決

定(取締役)と業務執行(執行役員)を実施してまいります。 

 なお、経営環境の急激な変化も予想されることから、引続き「当社にとってのベストガバナンス体制」については慎重に

検討してまいります。 

 また、当社はコーポレート・ガバナンスの一環として、ステークホルダーに対する経営の透明性を確保するとの基本方針

に基づき、適時・公平な情報開示を行っております。具体的には、法令や諸制度に基づく情報開示のほか、投資家、アナリ

ストに対する決算説明会、定期的なミーティングの開催等を通じて積極的な情報開示を行うことで、ＩＲの充実に努めてお

ります。このため、経営戦略室にIR担当役員を配置しております。 

  

② 会社の機関の内容 

１．経営幹部会、取締役会 

 当社は、日常業務の報告並びに業務上の問題点、改善点等について議論するため、原則毎朝、役員・部長等による経営

幹部会を開催し、種々の問題に関して情報の共有化と意見交換を行っておりますが、この中で対応の必要があるものにつ

いては直ちに関係部門長とともに迅速に対応策等を協議・決定する仕組みとしております。また、経営計画・業務方針に

ついては、必要に応じて外部専門家等のアドバイスを受け、毎月開催される定例の取締役会もしくは臨時取締役会に付議

され、弁護士である社外取締役の法務・コンプライアンス上の見地からの意見並びに監査役の意見等も踏まえ、十分な議

論の後に、取締役会としての最終的な意思決定を行っております。 

２．経営評価委員会 

 経営方針や経営戦略の検討に際しては、平成17年６月に設置した社外取締役を委員長とする経営評価委員会にその妥当

性等を諮問の上、取締役会に付議することとしております。また、経営評価委員会は重要課題や重点施策の進捗状況等を

チエックし、その執行状況を評価することとしており、コーポレートガバナンスの更なる高度化を目指しております。な

お、経営評価委員会の事務局は、経営戦略室が担当しております。 

  

③ 内部統制システムの基本方針及び整備状況 

１．内部統制システムの基本方針 

 内部統制は、業務・経営に従事するすべての役員・従業員により実行されてる「法令の遵守」「財務報告の信頼性」

「リスクの抽出と対応」等の取り組みと考え、内部統制システムの整備は、当社の経営方針である企業価値の向上のため

に不可欠のものと位置づけております。 

２．内部統制システムの整備状況 

・ コンプライアンス体制 

 必要な知識と経験を有し、会社から独立した社外取締役及び社外監査役によって職務の執行が法令・定款に適合し

ていること、並びに適切なリスク管理がなされていることをチエックできる体制をとっています。監査役は、当社の

法令順守体制に問題があるときは、意見を述べ、改善を求めることができるものとしています。 



・ リスク管理体制 

 原則、毎朝開催される役員・部長等で構成される幹部会で担当部長は各部門に関するリスク情報等を報告すること

としており、対応が必要なものについては、関係部門長とともに迅速に対応策を協議・決定することとしています。

管理本部長はこれらの報告に基づき、開示上の必要性を判断の上、適時開示をおこなうこととしています。 

 また、法務部は稟議書・申請書及び契約書を含む対外文書等についてその内容を事前チエックすることで業務執行

に伴うリスクを予防するとともに、各種の相談等を通じたモニタリングによって予兆として確認された問題について

は関係部門とともに適切な対応策を検討する仕組みとしております。                 

・ 情報管理体制 

 文書管理規程に基づき、定められた保存期間に応じて適切かつ確実に保存・管理の上、必要に応じて閲覧可能な状

態を維持しています。 

・ その他 

 監査役は、各種会議に自由に出席できるものとしており、また会計監査人と相互に連係することで監査役監査の実

効性を確保することとしています。 

④ 社外取締役及び社外監査役との関係及びサポート体制 

 当社の社外取締役である田堰良三は弁護士であり、社外監査役 星出 潔、亀ヶ谷 慶喜は公認会計士であります。それ

ぞれ専門的な見地より取締役会等重要会議に参画し積極的に議論しております。なお、当社と当社の社外取締役及び社外監

査役との間には、特別の利害関係はありません。 

 現在、社外取締役及び社外監査役に対する選任スタッフは配置しておりませんが、監査役補助業務は必要に応じて内部監

査部門である監査室が行うこととしております。また、取締役会議案のうち、重要なものについては取締役会において十分

な審議ができるよう事前説明を行っております。 

  

(3）内部監査及び監査役監査の状況 

 当社は経営の合理化・効率化と業務の適正な遂行を図るために社長直轄の執行部門から独立した監査室を設けており、監査

室長のほかスタッフ１名を配属し、経理部・事業管理部等の協力のもと、下記の基本方針に基づき、内部監査を実施しており

ます。 

 監査室の基本方針 

① いわゆる内部統制、内部牽制の働く仕組みを構築することにより、業務の効率的・効果的な遂行が行えるように各種

のルール構築、整備を支援する。 

② 当社の経営を公正で透明性があるものとし、ステークホルダーに対して企業の社会的責任を全うできるものとするた

め、監査役・会計監査人との連携を強化する。 

③ 監査を通じて、業務効率と管理は背反するものではなく、当社の業務活動を支える車の両輪であることの理解浸透を

はかる。 

 なお、当事業年度における主な監査実施項目は、次のとおりです。 

① 稟議書類及び契約書等の対外文書の内容確認 

② オンサイト型自家発電設備に係る設置工事、販売手数料等の精査及び各発電所管理状況の確認 

③ 売掛金管理システムの整備状況監査 

 また、監査役監査につきましては、定期的な監査役会、会計監査人との意見交換、稟議書等重要案件のレビュー等を実施す

ることにより、監査機能の充実に努め、取締役会等の重要会議で積極的に議論しております。そして、効率的な監査が展開で

きるように、「株主の目」「法律の目」「世間の目」で下記の方針で実施しております。 

監査役監査の基本方針 

① 法令、定款違反の監査 

② 内部統制の整備、運用状況の監査 

監査役監査の重点実施項目 

① 取締役との面談による情報取得 

② 会計監査人との意見交換 

③ 内部監査との連携（内部統制の整備、運用状況等） 

④ 重要会議への出席および意見陳述（取締役会、営業会議、幹部会議） 

⑤ 稟議書等重要書類の閲覧 

  

(4）リスク管理体制の整備の状況 

 「内部統制システムの整備状況」に記載しております。 

  



(5）役員報酬の内容 

 当事業年度における取締役及び監査役に対する役員報酬及は以下のとおりです。 

・役員報酬 

（注） 上記の取締役の報酬には、社外取締役に対する報酬 17,100千円が含まれております。 

  

(6）会計監査の状況 

 会計監査につきましては、新日本監査法人と監査契約を締結し、商法監査及び証券取引法監査を受けております。平成18年3

月期における監査の体制及び監査報酬は以下のとおりであります。 

  

 業務執行した公認会計士（カッコ内は平成18年３月期までの継続監査年数） 

  指定社員 業務執行社員      阿部 修二 （ 2 年） 

中村 勝三郎（ 8 年）※ 

※ 同監査法人は、公認会計士法の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制に先立ち自主的に業務執行社員の

交代制度を導入しており、平成18年３月期会計期間をもって交代する予定となっております。 

  監査業務に係る補助者の構成    公認会計士 10名、会計士補 4名 

  

 新日本監査法人に支払った監査報酬 

  監査契約に基づく監査証明に係る報酬   25百万円 

  

［当社のコーポレート・ガバナンス体制］ 

 

      取 締 役 監 査 役 合 計 

  報          酬 （千円） 325,650 62,610 388,260 

  株主総会決議に基づく退職慰労金 （千円） － － － 

  合          計 （千円） 325,650 62,610 388,260 



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第40期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第40期(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び第41期（平成17年

４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人による監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 当社は、子会社を有していないため、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金 ※1  22,486,732 18,202,932 

２．受取手形   5,547,938 6,619,990 

３．売掛金   13,783,622 17,576,658 

４．有価証券   80,237 80,250 

５．商品   461,640 412,940 

６．製品   2,577,100 1,451,715 

７．仕掛品   694,840 814,373 

８．原材料貯蔵品   2,739,198 3,752,312 

９．前渡金   － 878,941 

10．前払費用   94,864 76,171 

11．繰延税金資産   354,174 1,840,097 

12．未収入金   2,715,233 5,512,378 

13．商品スワップ   92,813,259 178,786,058 

14．商品キャップ   9,843,453 13,979,170 

15．繰延ヘッジ損失   159,002 2,018 

16．その他   54,622 53,928 

17．貸倒引当金   △80,761 △72,680 

流動資産合計   154,325,157 89.3 249,967,258 93.3

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．貸与固定資産  7,783,156 5,956,040  

減価償却累計額  4,966,381 2,816,774 3,478,692 2,477,347 

２．建物 ※1 2,168,342 2,240,149  

減価償却累計額  815,639 1,352,702 883,004 1,357,145 

３．構築物 ※1,5 746,001 862,828  

減価償却累計額  226,451 519,550 313,235 549,592 



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

４．機械装置 ※1 977,392 1,236,716  

減価償却累計額  581,998 395,394 719,696 517,020 

５．車両運搬具  11,139 11,139  

減価償却累計額  10,057 1,081 10,418 720 

６．工具器具備品  805,360 815,008  

減価償却累計額  608,921 196,438 647,788 167,220 

７．土地 ※1  5,540,631 5,263,828 

８．建設仮勘定   315 － 

有形固定資産合計   10,822,888 6.3 10,332,876 3.8

(2）無形固定資産    

１．特許権   32,086 38,347 

２．ソフトウェア   124,813 80,453 

３．水道施設利用権   1,880 1,737 

４．電話加入権   19,145 19,145 

５．ソフトウェア仮勘定   － 69,667 

無形固定資産合計   177,925 0.1 209,352 0.1

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券   1,386,075 1,531,822 

２．長期貸付金   3,737 － 

３．長期前払費用   1,239,084 1,078,446 

４．繰延税金資産   1,506,781 1,841,135 

５．敷金・保証金   2,682,211 2,700,411 

６．保険積立金   339,543 341,793 

７．更生債権等   43,441 26,069 

８．繰延ヘッジ損失   26,971 9,694 

９．長期未収入金   215,496 235,945 

10．その他   106,004 62,950 

11．貸倒引当金   △135,654 △389,437 

投資その他の資産合計   7,413,693 4.3 7,438,831 2.8

固定資産合計   18,414,507 10.7 17,981,059 6.7

資産合計   172,739,665 100.0 267,948,317 100.0

     



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形   13,343,584 14,614,234 

２．買掛金   4,489,302 6,064,181 

３．短期借入金 ※1  5,330,000 5,230,000 

４．１年内返済予定長期借
入金 

※1  1,007,553 742,000 

５．１年内償還予定社債 ※1  200,000 － 

６．未払金   2,426,129 2,661,631 

７．１年内返済予定長期未
払金 

※1  254,873 200,727 

８．未払費用   372,876 491,832 

９．未払法人税等   2,531,000 310,000 

10．未払消費税等   806,570 344,122 

11．前受金   3,527 3,314 

12．預り金   74,341 70,674 

13．前受収益   8,113 － 

14．賞与引当金   150,775 124,963 

15．商品スワップ   142,481 － 

16．繰延ヘッジ利益   98,839,926 188,483,545 

17．契約変更補償引当金   － 3,576,472 

18．その他   － 2,018 

流動負債合計   129,981,056 75.2 222,919,719 83.2

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※1  1,722,000 980,000 

２．役員退職慰労引当金   711,148 791,751 

３．長期未払金   120,452 193,118 

４．金利スワップ   26,971 9,694 

５．長期預り金   2,880 2,860 

６．預り保証金   8,400,000 12,000,000 

固定負債合計   10,983,452 6.4 13,977,423 5.2

負債合計   140,964,509 81.6 236,897,143 88.4



  

  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※2  4,227,500 2.5 4,227,500 1.6

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  5,605,500 5,605,500  

資本剰余金合計   5,605,500 3.2 5,605,500 2.1

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  79,000 79,000  

２．任意積立金    

(1）特別償却準備金  6,372 4,509  

(2）別途積立金  16,280,000 20,580,000  

３．当期未処分利益  5,272,187 86,085  

利益剰余金合計   21,637,559 12.5 20,749,594 7.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  360,483 0.2 531,808 0.2

Ⅴ 自己株式 ※3  △55,887 △0.0 △63,228 △0.0

資本合計   31,775,155 18.4 31,051,174 11.6

負債・資本合計   172,739,665 100.0 267,948,317 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高    

１．製商品売上高  33,849,711 34,189,985  

２．エネルギーサービス売
上高 

 31,951,652 39,052,754  

３．技術サービス売上高  2,586,260 68,387,624 100.0 2,725,066 75,967,807 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．製商品売上原価  19,410,096 18,286,906  

２．エネルギーサービス売
上原価 

 31,601,334 46,167,774  

３．技術サービス売上原価  1,914,405 52,925,836 77.4 2,151,557 66,606,237 87.7

売上総利益   15,461,788 22.6 9,361,569 12.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．販売手数料  864,073 826,764  

２．運賃  179,222 189,163  

３．広告宣伝費  45,998 24,242  

４．貸倒引当金繰入額  63,739 －  

５．報酬給与  2,088,392 1,527,643  

６．賞与  76,557 73,880  

７．賞与引当金繰入額  63,369 54,583  

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

 78,958 80,603  

９．福利厚生費  318,310 307,809  

10．交際費  166,159 111,612  

11．旅費交通費  198,730 196,585  

12．支払手数料  257,280 246,403  

13．租税公課  193,379 182,235  

14．減価償却費  175,825 157,289  

15．賃借料  383,780 397,241  

16．研究開発費 ※4 278,349 237,632  

17．退職給付費用  36,843 41,403  

18．その他の経費  887,333 6,356,303 9.3 848,022 5,503,117 7.2

営業利益   9,105,484 13.3 3,858,452 5.1



   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息配当金  47,188 54,646  

２．為替差益  － 77,162  

３．保険返戻金  10,967 12,303  

４．賃貸収入  8,654 8,704  

５．貯蔵品売却益  18,880 48,576  

６．金利スワップ評価益  20,002 －  

７．商品スワップ評価益  952,111 990,032  

８．固定資産受入差額金  9,747 16,000  

９. 商品スワップ決済益  － 210,962  

10．その他  73,774 1,141,326 1.7 60,051 1,478,439 1.9

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  200,588 180,291  

２．社債利息  4,200 2,911  

３．為替差損  43,726 －  

４．たな卸資産除却損  4,950 －  

５．部品交換損失  78,324 －  

６. たな卸資産評価損  － 85,066  

７．事故賠償金  － 85,263  

８．発電装置撤去費用  － 45,764  

９．その他  75,302 407,092 0.6 48,415 447,711 0.6

経常利益   9,839,719 14.4 4,889,180 6.4

Ⅵ 特別利益    

１．固定資産売却益 ※1 － 14,270  

２．投資有価証券売却益  － 267,827  

３．貸倒引当金戻入  － － － 2,640 284,738 0.4

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※2 － 5,000  

２．固定資産除却損 ※3 91,387 181  

３．投資有価証券売却損  － 2,433  

４．投資有価証券評価損  － 22,310  

５．減損損失 ※5 － 246,878  



   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

６．貸倒引当金繰入額  12,800 296,013  

７．契約変更補償金  － 30,840  

８．契約変更補償引当金繰
入額 

 － 104,187 0.2 3,576,472 4,180,130 5.5

税引前当期純利益   9,735,531 14.2 993,789 1.3

法人税、住民税及び事
業税 

 4,383,914 2,449,636  

法人税等調整額  △317,564 4,066,350 5.9 △1,937,378 512,258 0.7

当期純利益   5,669,180 8.3 481,530 0.6

前期繰越利益   287,694 289,389 

自己株式処分差損   6 208 

中間配当額   684,681 684,626 

当期未処分利益   5,272,187 86,085 

     



売上原価明細書 

(イ)製商品売上原価 

  

（脚注） 

  

○ 製造原価 

    
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

期首商品たな卸高  66,300 0.3 66,300 0.3 

期首製品たな卸高  1,441,449 6.5 2,577,100 13.0 

当期製品製造原価  20,598,718 93.1 17,127,743 86.4 

当期商品仕入高  11,960 0.1 63,997 0.3 

計  22,118,427 100.0 19,835,141 100.0 

他勘定振替高 ※１ 64,931 65,286 

期末商品たな卸高  66,300 31,234 

期末製品たな卸高  2,577,100 1,451,715 

当期製商品売上原価  19,410,096 18,286,906 

    

区分 前事業年度 当事業年度 

※１ 他勘定振替高の内訳 千円 千円 
  

貸与固定資産 

たな卸資産評価損 

計 

  
64,931 

－ 

64,931 

－ 

65,286 

65,286 

    
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費  12,771,640 61.4 9,439,228 54.3 

Ⅱ 労務費  825,190 3.9 775,772 4.5 

Ⅲ 外注費  6,405,018 30.8 6,044,622 34.8 

Ⅳ 経費 ※２ 810,582 3.9 1,107,049 6.4 

当期総製造費用  20,812,431 100.0 17,366,672 100.0 

期首仕掛品たな卸高  699,260 694,840 

他勘定受入高 ※３ － 3,011 

計  21,511,692 18,064,525 

他勘定振替高 ※４ 218,133 122,408 

期末仕掛品たな卸高  694,840 814,373 

当期製品製造原価  20,598,718 17,127,743 

    



（脚注） 

  

（ロ)エネルギーサービス売上原価 

前事業年度 当事業年度

 １．原価計算方法  １．原価計算方法 

 個別原価計算を採用しております。 同左 

※２．経費のうち主なものは次のとおりであります。 ※２．経費のうち主なものは次のとおりであります。 

千円 千円 
  

貸与固定資産除却損 50,730 

消耗品費 250,005 

旅費交通費 111,089 

減価償却費 42,412 

消耗品費 322,323 

賃借料 188,655 

貸与固定資産除却損 166,554 

旅費交通費 99,912 

※３．他勘定受入高の内訳 ※３．他勘定受入高の内訳 
  

────── 外注費 3,011 

※４．他勘定振替高の内訳 ※４．他勘定振替高の内訳 
  

貸与固定資産 148,172 

研究開発費 62,225 

その他 7,735 

計 218,133 
  

研究開発費 110,433 

その他 11,975 

計 122,408 

    
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費  97,941 1.2 231,038 2.6 

Ⅱ 労務費  400,076 4.9 542,119 6.1 

Ⅲ 外注費  3,897,670 47.9 4,207,545 47.2 

Ⅳ 経費 ※１ 3,737,497 46.0 3,937,036 44.1 

計  8,133,186 100.0 8,917,740 100.0 

期首商品たな卸高  561,051 395,340 

当期商品仕入高  23,302,437 37,236,399 

期末商品たな卸高  395,340 381,706 

当期エネルギーサービス売
上原価 

 31,601,334 46,167,774 

    



（脚注） 

  

(ハ)技術サービス売上原価 

  

（脚注） 

  

  

前事業年度 当事業年度

※１．経費のうち主なものは次のとおりであります。 ※１．経費のうち主なものは次のとおりであります。 

千円 千円 
  

減価償却費 516,116 

消耗品費 1,456,878 

貸与固定資産除却損 815,154 

租税公課 37,787 

消耗品費 1,609,625 

賃借料 511,422 

託送料 502,792 

減価償却費 453,611 

    
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費  767,018 40.3 816,268 38.0 

Ⅱ 外注費  738,498 38.8 867,915 40.3 

Ⅲ 経費 ※１ 398,501 20.9 467,374 21.7 

計  1,904,018 100.0 2,151,557 100.0 

期首仕掛品たな卸高  10,387 － 

期末仕掛品たな卸高  － － 

当期技術サービス売上原価  1,914,405 2,151,557 

    

前事業年度 当事業年度

※１．経費のうち主なものは次のとおりであります。 ※１．経費のうち主なものは次のとおりであります。 

千円 千円 
  

賃借料 84,998 賃借料 87,352 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益  9,735,531 993,789 

減価償却費  769,574 690,717 

減損損失  － 246,878 

固定資産除却・廃棄損  958,423 539,532 

たな卸資産除却・廃棄
損 

 － 90,942 

投資有価証券評価損  － 22,310 

貸倒引当金の増減額  58,528 268,501 

賞与引当金の増減額  11,818 △25,811 

役員退職慰労引当金の
増減額 

 △78,135 80,603 

契約変更補償引当金の
増減額 

 － 3,576,472 

受取利息配当金  △47,188 △54,646 

支払利息  204,788 180,291 

為替差損益  △3,132 △62,332 

固定資産売却損益  － △9,270 

投資有価証券売却損益  － △265,394 

売上債権の増減額  3,477,936 △4,865,088 

たな卸資産の増減額  △2,646,042 △43,699 

前渡金の増減額  － △878,941 

未収入金の増減額  △1,672,571 △2,796,166 

仕入債務の増減額  3,179,262 2,099,430 

未払金の増減額  △1,981,757 982,145 

未払消費税等の増減額  203,881 △462,448 

商品デリバティブの増
減額 

 △397,045 △434,966 

預り保証金の増減額  5,900,000 3,600,000 

敷金・保証金の増減額  △310,627 42,734 

その他  △85,789 38,744 

小計  17,277,456 3,554,326 

利息及び配当金の受取
額 

 47,215 54,628 

利息の支払額  △206,875 △178,936 

法人税等の支払額  △4,314,601 △4,620,832 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 12,803,195 △1,190,813 



  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金の預入による
支出 

 △2,846,855 △2,789,330 

定期預金の払戻による
収入 

 2,946,457 2,734,866 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △796,353 △915,128 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 14,600 195,251 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △85,605 △75,257 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △8,941 △57,683 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 50,010 443,688 

貸付による支出  △4,000 － 

貸付金の回収による収
入 

 262 3,737 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △730,424 △459,855 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入れによる収入  7,000,000 6,100,000 

短期借入金の返済によ
る支出 

 △6,100,000 △6,200,000 

長期借入れによる収入  500,000 － 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △2,359,131 △1,007,553 

社債の償還による支出  － △200,000 

固定資産に係る割賦債
務等の返済による支出 

 △17,574 △3,192 

自己株式の売却による
収入 

 1,283 708 

自己株式の取得による
支出 

 △28,640 △8,258 

配当金の支払額  △1,422,191 △1,369,286 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,426,254 △2,687,582 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △7,515 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額 

 9,639,000 △4,338,251 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 10,915,201 20,554,202 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※ 20,554,202 16,215,951 

   



④【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

    
前事業年度
株主総会承認日 

（平成17年６月15日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月14日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  5,272,187 86,085 

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１．特別償却準備金取崩額  1,862 1,862

２．別途積立金取崩額  － 1,862 700,000 701,862 

合計  5,274,050 787,947 

Ⅲ 利益処分額  

１．配当金  684,660 684,597

２．任意積立金  

(1）別途積立金  4,300,000 4,984,660 － 684,597 

Ⅳ 次期繰越利益  289,389 103,350 

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的債券 (1）満期保有目的債券 

 償却原価法（定額法） 同左 

  (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定) 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ デリバティブ 

 時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品・仕掛品 (1）製品・仕掛品 

 個別法による原価法 同左 

  (2）商品・原材料貯蔵品 (2）商品・原材料貯蔵品 

   先入先出法による原価法 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

① 貸与固定資産 ① 貸与固定資産 

  リース資産 リース資産 

   貸与期間を償却年数とし、貸与期

間満了時の貸与固定資産の見積処分

価額を残存価額とする定額法 

同左 

  レンタル資産 レンタル資産 

   見積貸与期間を償却年数とし、見

積貸与期間終了時に見込まれる貸与

資産の処分価額を残存価額として、

当該期間内に定額償却する方法 

同左 

  ② その他の有形固定資産 ② その他の有形固定資産 

   定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）及

び電力小売事業用機械装置について

は定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物    ５年～50年 

機械装置  ２年～17年 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）及

び電力小売事業用機械装置について

は定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物    ５年～50年 

機械装置  ２年～17年 



項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

同左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

   定額法 同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負担額

を計上しております。 

同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。 

 ただし、当期末におきましては、退

職給付引当金の借方残高（137,622千

円）を前払年金費用（投資その他の資

産 長期前払費用）に計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

事業年度から費用処理することとして

おります。 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。 

 ただし、当期末におきましては、退

職給付引当金の借方残高（106,898千

円）を前払年金費用（投資その他の資

産 長期前払費用）に計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により翌

事業年度から費用処理することとして

おります。 

  （会計方針の変更） 

 当事業年度より「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正」（企業会計基

準第３号 平成17年３月16日）及び

「「退職給付に係る会計基準」の一部

改正に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第７号 平成17年３月16

日）が、平成17年３月31日に終了する

事業年度に係る財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当事業度

から同会計基準及び同適用指針を適用

しております。これにより営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益に与え

る影響はありません。 

  



項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

同左 

  ────── (5）契約変更補償引当金 

 発電装置の運転方法変更等による将

来の損失補償に備えるため、当期にお

ける各顧客との変更契約等の締結状況

を個別に勘案し、損失補償負担見込額

を計上しております。 

    （追加情報） 

 当社は、原油価格の高騰による燃料

部門の収支改善を図るために、Ａ重油

の消費量抑制のための施策として、各

顧客との「発電装置等使用契約」につ

いて、一定期間ピークカット運転を行

う内容の契約変更等を実施しておりま

す。この契約変更に伴う損失補償負担

見込額3,576,472千円を特別損失に計

上しております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、金利スワップについては、

特例処理の要件を充たしている場合は

特例処理を採用しております。 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  
  
ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   借入金 

為替予約   原材料の輸入取引 

商品スワップ   商品(Ａ重油) 

商品キャップ   商品(Ａ重油) 

同左 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

   当社の内部規程である「経理規程」

に基づき、金利関連、通貨関連の取引

については将来の金利変動リスク及び

為替変動リスクを回避することを目的

として行っており、商品関連の取引に

ついても、将来の商品市況及び為替相

場の変動によるリスクを回避すること

を目的として行っております。 

同左 



  

会計方針の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (4）ヘッジ有効性の評価方法 (4）ヘッジ有効性の評価方法 

   金利関連及び通貨関連の取引につき

ましては、ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎にして判断

しております。 

 商品関連の取引につきましては、ヘ

ッジ対象の時価変動額とヘッジ手段の

時価変動額を比較し、両者の変動額を

基礎にして判断しております。 

同左 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」 

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 この変更に伴い、減損損失246,878千円を計上し、減

価償却費は当該変更前に比して796千円減少しておりま

す。この結果、経常利益が796千円増加し、税引前当期

純利益が246,081千円減少しております。 

 また、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （損益計算書） 

 前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示してお

りました「発電装置撤去費用」は、営業外費用の総額の

100分の10を超えたため当期より区分掲記致しました。 

 なお、前期における「発電装置撤去費用」の金額は

11,200千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務 ※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 
  

預金 379,101千円

建物 630,114千円

構築物 27,359千円

機械装置 8,021千円

土地 1,938,733千円

計 2,983,330千円

預金 348,973千円

建物 576,742千円

構築物 23,771千円

機械装置 6,882千円

土地 1,777,133千円

計 2,733,503千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 
  

短期借入金 1,351,600千円

長期借入金 
（１年内返済予定含む） 

2,529,553千円

１年内返済予定長期未払金 1,353千円

１年内償還予定社債 200,000千円

計 4,082,506千円

  

短期借入金 2,231,000千円

長期借入金 
（１年内返済予定含む） 

1,722,000千円

計 3,953,000千円

上記の他、担保設定の原因となっているリース

債務99,493千円があります。 

上記の他、担保設定の原因となっているリース

債務100,862千円があります。 

また、デリバティブ取引の一部についても担保

設定されているものがあります。 
  
※２．会社が発行する株式の総数 

普通株式 
45,000,000株

発行済株式総数 普通株式 27,400,750株

※２．会社が発行する株式の総数 
普通株式 

45,000,000株

発行済株式総数 普通株式 27,400,750株

※３．当社が所有する自己株式の数は、普通株式14,323

株であります。 

※３．当社が所有する自己株式の数は、普通株式16,848

株であります。 

 ４．保証債務  ４．保証債務 

下記の会社の、リース会社との契約について債務

保証を行っております。 

下記の会社の、リース会社との契約について債務

保証を行っております。 
  

学校法人郡山開成学園 12,139千円

共立製磁㈱ 9,261千円

㈱十文字チキンテック 22,800千円

新治商業協同組合 11,583千円

不二見セラミック㈱ 6,812千円

計 62,595千円

  

学校法人郡山開成学園 10,087千円

㈱十文字チキンテック 11,400千円

不二見セラミック㈱ 1,362千円

計 22,850千円

※５．取得価額から控除している圧縮記帳額は、構築物

14,000千円であります。 

※５．取得価額から控除している圧縮記帳額は、構築物

14,000千円であります。 

 ６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行６行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 ６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行６行と当座貸越契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 
  

当座貸越極度額 7,300,000千円

借入実行残高 4,180,000千円

差引額 3,120,000千円

当座貸越極度額 7,800,000千円

借入実行残高 3,980,000千円

差引額 3,820,000千円



  

（損益計算書関係） 

前事業年度 

（平成17年３月31日） 

当事業年度 

（平成18年３月31日） 

 ７．配当制限  ７．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

936,204千円であります。 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

1,119,887千円であります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．固定資産売却益の内訳 ※１．固定資産売却益の内訳 
  

────── 土 地 14,270千円

※２．固定資産売却損の内訳 ※２．固定資産売却損の内訳 
  

────── 土 地 5,000千円

※３．固定資産除却損の内訳 ※３．固定資産除却損の内訳 
  

建 物 562千円

機械装置 90,192千円

車両運搬具 323千円

工具器具備品 309千円

計 91,387千円

  
工具器具備品 181千円

※４．研究開発費の総額 ※４．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 
  

  278,349千円   237,632千円

※５．減損損失 ※５．減損損失 

────── (1）減損損失を認識した資産グループの概要 

  
用途 場所 種類 

減損損失 
（千円） 

賃貸用不動産 兵庫県芦屋市 建物 13,503 

賃貸用不動産 兵庫県芦屋市 土地 20,540 

遊休不動産 兵庫県西宮市 土地 85,727 

遊休不動産 滋賀県草津市 土地 30,800 

遊休不動産 埼玉県川口市 土地 23,760 

遊休不動産 京都市右京区 土地 18,499 

遊休不動産 千葉市稲毛区 土地 8,200 

遊休不動産 名古屋市瑞穂区 土地 26,122 

遊休不動産 名古屋市瑞穂区
建物
等 

19,725 

合 計 246,878 



  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2）資産のグルーピング 

 当社は、事業の区分をもとに、概ね独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小の単位にて資産のグ

ルーピングを行っています。 

  (3）減損損失の認識に至った経緯 

 賃貸用不動産のうち、営業活動から生ずる損益が

継続してマイナスになる施設の資産については減損

損失を認識いたしました。 

 遊休不動産は継続的に地価が下落している資産に

ついては減損損失を認識いたしました。 

  (4）回収可能価額の算定方法 

 回収可能価額は、正味売却価額により算定してお

り、価格指標は不動産鑑定評価基準を使用しており

ます。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載

されている科目との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載

されている科目との関係 
  

（平成17年３月31日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 22,486,732 

有価証券勘定 80,237 

計 22,566,969 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,012,766 

現金及び現金同等物 20,554,202 

（平成18年３月31日現在）

  （千円）

現金及び預金勘定 18,202,932 

有価証券勘定 80,250 

計 18,283,182 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,067,231 

現金及び現金同等物 16,215,951 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械装置 377,506 43,042 334,464

車両運搬具 209,332 93,672 115,659

工具器具備品 189,253 135,340 53,913

合計 776,091 272,054 504,036

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械装置 434,277 87,602 346,675 

車両運搬具 201,948 123,842 78,106 

工具器具備品 164,570 131,944 32,626 

無形固定資産 2,997 549 2,447 

合計 803,794 343,938 459,855 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 107,585千円

１年超 408,217千円

合計 515,802千円

１年内 97,434千円

１年超 376,112千円

合計 473,547千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
  

支払リース料 121,501千円

減価償却費相当額 107,980千円

支払利息相当額 16,430千円

支払リース料 126,129千円

減価償却費相当額 111,890千円

支払利息相当額 16,011千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 



  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．貸主側 ２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損

失累計額及び期末残高 
  

  
取得価額 
（千円） 

減価償却累
計額 
（千円） 

期末残高
（千円） 

貸与固定資産 602,184 57,750 544,433

取得価額
（千円） 

減価償却累
計額 
（千円） 

期末残高 
（千円） 

貸与固定資産 684,236 100,597 583,639 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 21,576千円

１年超 556,048千円

合計 577,625千円

１年内 27,633千円

１年超 608,279千円

合計 635,912千円

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 
  

受取リース料 67,508千円

減価償却費 32,196千円

受取利息相当額 52,698千円

受取リース料 91,261千円

減価償却費 43,217千円

受取利息相当額 69,435千円

(4）利息相当額の算定方法 (4）利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法については、利息

法によっております。 

同左 

３．転貸リース取引 ３．転貸リース取引 

借主側未経過リース料期末残高 借主側未経過リース料期末残高 
  

１年内 13,612,237千円

１年超 119,716,995千円

合計 133,329,232千円

１年内 16,703,184千円

１年超 144,967,137千円

合計 161,670,322千円

（注）当該リース取引は、おおむね同一の条件で第三者

にリースしております。 

 なお、当該転貸リース取引は、上記1、2のリース

取引には含まれておりません。 

（注）         同左 

オペレーティングリース取引 オペレーティングリース取引 

１．借主側未経過リース料期末残高 １．借主側未経過リース料期末残高 
  

１年内 2,212千円

１年超 8,077千円

合計 10,289千円

１年内 5,176千円

１年超 15,399千円

合計 20,575千円

２．貸主側未経過リース料期末残高 ２．貸主側未経過リース料期末残高 
  

１年内 119,292千円

１年超 143,484千円

合計 262,776千円

１年内 84,572千円

１年超 11,758千円

合計 96,330千円

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

(1）株式 417,058 903,304 486,246 

(2）債券

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 208,446 331,258 122,812 

小計 625,504 1,234,563 609,058 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 12,425 9,986 △2,438 

小計 12,425 9,986 △2,438 

合計 637,929 1,244,549 606,619 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

マネー・マネージメント・ファンド 60,138 

フリーファイナンシャルファンド 20,099 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 141,525 

  
１年以内
（千円） 

１年超５年以内
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券  

(1）国債・地方債等 － － － － 

(2）社債 － － － － 

(3）その他 － － － － 

２．その他 － － 12,740 － 

合計 － － 12,740 － 



当事業年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  次へ 

  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

(1）株式 381,236 1,157,965 776,728 

(2）債券

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 86,081 206,697 120,615 

小計 467,318 1,364,662 897,344 

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 50,000 47,956 △2,043 

小計 50,000 47,956 △2,043 

合計 517,318 1,412,618 895,300 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

443,688 267,827 2,433 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

マネー・マネージメント・ファンド 60,150 

フリーファイナンシャルファンド 20,100 

非上場株式 119,203 

  
１年以内
（千円） 

１年超５年以内
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券  

(1）国債・地方債等 － － － － 

(2）社債 － － － － 

(3）その他 － － － － 

２．その他 － － 47,956 － 

合計 － － 47,956 － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．取引の内容及び利用目的等 １．取引の内容及び利用目的等 

 当社は有利子負債の金利変動リスク及び輸入取引に

係る為替相場変動リスクを回避する目的で、金利スワ

ップ取引、金利キャップ取引及び、為替予約取引を利

用しております。また、商品（燃料）の価格変動リス

クを抑制し、仕入価格を安定させる目的で商品スワッ

プ取引及び商品キャップ取引を利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計をお

こなっております。 

 当社は有利子負債の金利変動リスク及び輸入取引に

係る為替相場変動リスクを回避する目的で、金利スワ

ップ取引及び、為替予約取引を利用しております。ま

た、商品（燃料）の価格変動リスクを抑制し、仕入価

格を安定させる目的で商品スワップ取引及び商品キャ

ップ取引を利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計をおこ

なっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利

スワップについては、特例処理の用件を満たしてい

る場合は特例処理を採用しております。 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
  

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   借入金 

為替予約   原材料の輸入取引 

商品スワップ   商品（Ａ重油） 

商品キャップ   商品（Ａ重油） 

同左 

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

 当社の内部規程である「経理規程」に基づき、金

利関連の取引については将来の金利変動リスクを回

避することを目的として行っており、商品関連の取

引についても、将来の商品市況及び為替相場の変動

によるリスクを回避することを目的として行ってお

ります。 

同左 

(4）ヘッジ有効性の評価方法 (4）ヘッジ有効性の評価方法 

 金利関連及び通貨関連の取引につきましては、ヘ

ッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ

手段のキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、

両者の変動額等を基礎にして判断しております。 

 商品関連の取引につきましては、ヘッジ対象の時

価変動額とヘッジ手段の時価変動額を比較し、両者

の変動額を基礎にして判断しております。 

同左 

２．取引に対する取組方針 ２．取引に対する取組方針 

 金利・通貨関連のデリバティブ取引は、実需を伴う

取引に限定することとし、売買益を目的とした投機的

な取引やトレーディング目的の取引は、行わない方針

であります。 

同左 

 また、商品関連のデリバティブ取引についても予想

される実需を超過しない範囲で行っており、投機的な

取引は行わない方針であります。 

  



  

２．取引の時価等に関する事項 

  

(1）通貨関連 

 （注）１．時価は先物為替相場によっております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

(2）商品関連 

 （注）１．時価はデリバティブ取引に係る契約を約定した金融機関等から提示された価格に基づき算定しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．取引に係るリスクの内容 ３．取引に係るリスクの内容 

 当社が利用しているデリバティブ取引は、市場金

利、為替相場及び商品市況の変動によるリスクを有し

ております。ただし、当社は実際取引額の範囲内で、

金利及び為替変動リスク並びに商品の価格変動リスク

をヘッジするためにデリバティブ取引を行っておりま

すので、実質的には市場リスクはほとんどないと判断

しております。 

 なお、取引の契約先はいずれも格付の高い銀行等で

あり、相手方の契約不履行に係る信用リスクはほとん

どないと判断しております。 

同左 

４．取引に係るリスク管理体制 ４．取引に係るリスク管理体制 

 当社ではデリバティブ取引の重要性に鑑みて、デリ

バティブ取引に関する取引限度額報告義務等を「経理

規程」内に定め、この規程に従って実行・管理されて

おります。 

同左 

デリバティブ取引の契約顧客等、時価及び評価損益 

区分 種類 

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

契約額等 
（千ドル） 

契約額等の 
うち１年超 
（千ドル） 

時価
（千円） 

評価損益
（千円） 

契約額等
（千ドル） 

契約額等の
うち１年超 
（千ドル） 

時価 
（千円） 

評価損益
（千円） 

市場取
引以外
の取引 

為替予約取引    

買建 
米ドル 

622 － △2,886 △2,886 － － － －

合計 622 － △2,886 △2,886 － － － －

区分 種類 

前事業年度（平成17年３月31日） 当事業年度（平成18年３月31日） 

契約額等 
（千バレル） 

契約額等の 
うち１年超 
（千バレル） 

時価
（千円） 

評価損益
（千円） 

契約額等
（千バレル）

契約額等の
うち１年超 
（千バレル）

時価 
（千円） 

評価損益
（千円） 

市場取
引以外
の取引 

商品スワップ取引    

受取変動・支払
固定 

540 480 952,111 952,111 480 420 1,942,143 990,032

合計 540 480 952,111 952,111 480 420 1,942,143 990,032



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております（昭和46年1月1日より採用）。また、従業員の

退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

  

３．退職給付費用に関する事項 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    （単位：千円）

    
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

  イ．退職給付債務 △752,092   △783,005 

  ロ．年金資産 754,409   963,752 

  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 2,317   180,746 

  ニ．未認識数理計算上の差異 135,305   △73,848 

  ホ．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ） 137,622   106,898 

  ヘ．前払年金費用 137,622   106,898 

  ト．退職給付引当金（ホ－ヘ） －   － 

    （単位：千円）

    
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

  イ．勤務費用 54,966   68,502 

  ロ．利息費用 12,923   15,041 

  ハ．期待運用収益 △12,834   △15,088 

  ニ．数理計算上の差異の費用処理額 16,095   19,958 

  ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 71,150   88,413 

  イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準   同左 

  ロ．割引率 ２％   同左 

  ハ．期待運用収益率 ２％   同左 

  ニ．数理計算上の差異の処理年数 

10年（発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法によ
り、翌期から費用処理する
こととしている。） 

  同左 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因の内訳 

  

（持分法損益等） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

    （単位：千円）

    
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

  繰延税金資産     

  役員退職慰労引当金否認 288,726   321,450 

  減価償却費損金算入限度超過額 1,154,617   1,476,320 

  賞与引当金損金算入限度超過額 61,214   50,735 

  未払事業税否認 170,520   36,540 

  投資有価証券評価損 13,960   1,975 

  貸倒引当金損金算入限度超過額 77,246   168,952 

  リース未払金等否認 153,844   291,357 

  ゴルフ会員権評価損 12,951   18,635 

  貸与固定資産除却損否認 128,271   169,422 

  未払給与否認 65,531   － 

  その他有価証券評価差額金 990   829 

  減損損失否認 －   56,860 

  契約変更補償引当金否認 －   1,452,047 

  その他 39,374   85,829 

  繰延税金資産小計 2,167,250   4,130,955 

  評価性引当金 －   △40,234 

  繰延税金資産合計 2,167,250   4,090,721 

  繰延税金負債     

  特別償却準備金 △3,038   △1,765 

  適格年金掛金 △55,874   △43,400 

  その他有価証券評価差額金 △247,380   △364,321 

  繰延税金負債計 △306,294   △409,488 

  繰延税金資産の純額 1,860,956   3,681,233 

    
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

  法定実効税率 40.6％   40.6％ 

  （調整）     

  
交際費等永久に損金に算入されない 

項目 
1.2   6.6 

  住民税均等割等 0.2   4.1 

  法人税等の特別控除による影響 △0.3   △2.1 

  評価性引当金 －   4.0 

  その他 0.1   △1.7 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.8％   51.5％ 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額（円） 1,160.25 1,133.92 

１株当たり当期純利益金額（円） 206.99 17.58 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

   平成16年２月10日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行しており

ます。 

────── 

  １．平成16年５月20日付をもって普

通株式１株につき1.3株に分割して

おります。 

  

  (1）分割により増加する株式数   

  普通株式   6,323,250株  

  (2）分割方法   

   平成16年３月31日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、１株

につき1.3株の割合をもって分割

しております。 

  

  ２．配当起算日   

   平成16年４月１日   

  

 当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前期における

１株当たり情報は、以下のとおり

となります。 

  

  
  

前事業年度

１株当たり純資産額 

996.84円 

１株当たり当期純利益金額 

170.85円 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 

－ 



 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（千円） 5,669,180 481,530 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 5,669,180 481,530 

期中平均株式数（千株） 27,388 27,385 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円）

投資有価
証券 

その他 
有価証券 

興銀リース㈱ 266,000 827,260 

㈱滋賀銀行 200,500 178,445 

㈱みずほフィナンシャルグループ 100 100,000 

㈱池田銀行 11,948 72,046 

㈱りそなホールディングス 88 35,640 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー
プ 

13 24,210 

㈱エフエム滋賀 260 11,464 

イオン㈱ 3,800 10,850 

アディレクト㈱ 150 7,439 

㈱マルヨシセンター 10,000 4,020 

その他計（6銘柄） 8,607 5,793 

小計 501,466 1,277,168 

計 501,466 1,277,168 

種類及び銘柄 投資口数等（千口） 貸借対照表計上額（千円）

有価証券 
その他 
有価証券 

（投資信託受益証券） 

マネー・マネージメント・ファンド
（３銘柄） 

60,150 60,150 

フリー・ファイナンシャル・ファンド
（１銘柄） 

20,100 20,100 

小計 80,250 80,250 

投資有価
証券 

その他 
有価証券 

（投資信託受益証券） 

フィデリティ日本成長ファンド 109,980 206,697 

グローバル債券ファンド 45,301 47,956 

小計 155,282 254,653 

計 235,532 334,904 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加の主な内容は次のとおりです。 

貸与固定資産       自家用発電装置の取得                539,312千円 

２．当期減少の主な内容は次のとおりです。 

貸与固定資産       自家用発電装置等の除却              2,220,965千円 

３．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価
償却累計額 
又は 
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産    

貸与固定資産 7,783,156 539,312 2,366,429 5,956,040 3,478,692 312,744 2,477,347

建物 2,168,342 127,558 
55,751
(55,751)

2,240,149 883,004 91,598 1,357,145

構築物 746,001 118,387 1,560 862,828 313,235 87,617 549,592

機械装置 977,392 259,324 － 1,236,716 719,696 86,228 517,020

車両運搬具 11,139 － － 11,139 10,418 360 720

工具器具備品 805,360 22,064 
12,416
(12,042)

815,008 647,788 49,356 167,220

土地 5,540,631 1,418 
278,221
(213,649)

5,263,828 － － 5,263,828

建設仮勘定 315 － 315 － － － － 

有形固定資産計 18,032,338 1,068,065 
2,714,693
(281,442)

16,385,711 6,052,835 627,905 10,332,876

無形固定資産    

特許権 35,000 20,000 － 55,000 16,652 13,738 38,347

ソフトウェア 258,146 1,550 － 259,696 179,243 45,910 80,453

水道施設利用権 2,154 － － 2,154 416 142 1,737

電話加入権 19,145 － － 19,145 － － 19,145

ソフトウェア仮
勘定 

－ 69,667 － 69,667 － － 69,667

無形固定資産計 314,446 91,217 － 405,663 196,311 59,790 209,352

長期前払費用 1,363,327 84,284 153,397 1,294,214 215,768 82,162 1,078,446

繰延資産 － － － － － － － 



【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率を算定する際の利率及び残高は期末のものを使用しております。 

２．長期借入金及び長期未払金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は次のとおりで

あります。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 

（千円）
当期末残高

（千円）
利率
（％）

担保 償還期限 

第３回物上 
担保附社債 

平成10年 
９月30日 

100,000 
（100,000） 

－
( － ) 

1.8 担保付社債
平成17年 
９月30日 

第４回物上 
担保附社債 

平成11年 
２月４日 

100,000 
（100,000） 

－
( － ) 

2.4 担保付社債
平成18年 
２月３日 

合計 － 
200,000 
（200,000） 

－
( － ) 

－ － － 

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 5,330,000 5,230,000 1.47 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,007,553 742,000 1.70 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 1,722,000 980,000 1.68 平成19年～平成20年

１年以内に返済予定の長期未払金 3,192 1,839 4.76 － 

長期未払金（１年以内に返済予定のものを除く） 4,139 2,299 4.76 平成19年～平成20年

合計 8,066,884 6,956,139 － － 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 898,600 81,400 － － 

長期未払金 1,839 459 － － 

合計 900,439 81,859 － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期増加額及び当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

２．当期末における自己株式数は、16,848株あります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、主に一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 4,227,500 － － 4,227,500

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）２. （株） (27,400,750) ( － ) ( － ) (27,400,750)

普通株式 （千円） 4,227,500 － － 4,227,500

計 （株） (27,400,750) ( － ) ( － ) (27,400,750)

計 （千円） 4,227,500 － － 4,227,500

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）   

株式払込剰余金 （千円） 5,605,500 － － 5,605,500

計 （千円） 5,605,500 － － 5,605,500

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 79,000 － － 79,000

（任意積立金）   

特別償却準備金(注)１ （千円） 6,372 － 1,862 4,509

別途積立金(注)１ （千円） 16,280,000 4,300,000 － 20,580,000

計 （千円） 16,365,372 4,300,000 1,862 20,663,509

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 216,416 354,431 47,670 61,059 462,118

賞与引当金 150,775 124,963 150,775 － 124,963

役員退職慰労引当金 711,148 80,603 － － 791,751

契約変更補償引当金 － 3,576,472 － － 3,576,472



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

  

ロ．受取手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

区分 金額（千円）

現金 6,422 

預金の種類 

当座預金 3,479,792 

普通預金 7,073,197 

定期預金 7,370,733 

積立預金 34,000 

別段預金 200,394 

外貨預金 38,391 

計 18,196,509 

合計 18,202,932 

相手先 金額（千円）

東京リース㈱ 1,299,291 

三井住友銀リース㈱ 1,114,437 

ＵＦＪセントラルリース㈱ 647,697 

千代田リース㈱ 573,930 

伊藤忠産機㈱ 492,996 

その他 2,491,638 

合計 6,619,990 

期日別 金額（千円）

平成18年４月 3,638,711 

５月 2,355,481 

６月 494,398 

７月 115,162 

８月 6,494 

９月以降 9,743 

合計 6,619,990 



ハ．売掛金 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

ニ．商品 

  

ホ．製品 

  

ヘ．仕掛品 

相手先 金額（千円）

東京リース㈱ 1,702,375 

芙蓉総合リース㈱ 860,524 

三井住友銀リース㈱ 658,881 

興銀リース㈱ 658,870 

静銀リース㈱ 438,182 

その他 13,257,822 

合計 17,576,658 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

13,783,622 79,766,280 75,973,244 17,576,658 81.2 71.8 

品目 金額（千円）

Ａ重油 381,706 

トヨタタービン240kW発電パッケージ 20,000 

リメイク用発電装置 11,134 

ターボ冷凍機 100 

合計 412,940 

品目 金額（千円）

自家用発電装置 1,451,715 

合計 1,451,715 

品目 金額（千円）

自家用発電装置 324,443 

自家用発電装置設置費 489,929 

合計 814,373 



ト．原材料貯蔵品 

  

チ．商品スワップ 

 （注） 金額は、金融機関より提示された期末日現在の時価であります。 

  

リ．商品キャップ 

 （注） 金額は、金融機関より提示された期末日現在の時価であります。 

品目 金額（千円）

エンジン 1,709,291 

発電機 293,700 

設置材料 242,770 

組立部品等 237,055 

オーバーホール用発電機 159,120 

オーバーホール用エンジン 748,749 

発電機整備用消耗品 222,093 

電力設備関連消耗品 37,342 

その他 102,189 

合計 3,752,312 

金融機関名 金額（千円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 81,099,749 

㈱三井住友銀行 62,192,784 

その他 35,493,524 

合計 178,786,058 

金融機関名 金額（千円）

カナダコマース証券 6,928,160 

㈱三井住友銀行 6,686,275 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 364,734 

合計 13,979,170 



② 流動負債 

イ．支払手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

  

ロ．買掛金 

相手先 金額（千円）

三徳商事㈱ 990,640 

豊通エネルギー㈱ 849,990 

日本石油販売㈱ 764,360 

葛見電機㈱ 690,696 

㈱サンワ 669,577 

その他 10,648,969 

合計 14,614,234 

期日別 金額（千円）

平成18年４月 4,741,422 

５月 4,927,039 

６月 2,670,643 

７月 1,339,410 

８月 935,717 

合計 14,614,234 

相手先 金額（千円）

豊通エネルギー㈱ 650,086 

日本石油販売㈱ 394,898 

㈱サンワ 383,898 

三徳商事㈱ 343,223 

㈱新出光 323,170 

その他 3,968,904 

合計 6,064,181 



ハ．繰延ヘッジ利益 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

金融機関名 金額（千円）

㈱三井住友銀行 67,832,359 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 79,156,030 

カナダコマース証券 14,070,529 

その他 27,424,625 

合計 188,483,545 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
 株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
 株式会社だいこう証券ビジネス 

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １株につき300円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
 株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
 株式会社だいこう証券ビジネス 

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他
やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 
公告掲載URL 
http://www.eneserve.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第40期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 平成17年６月16日近畿財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 第41期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月31日） 

 平成17年12月22日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

     

    平成17年６月15日

エネサーブ株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

 
 
公認会計士 阿部 修二   印 

  
指定社員 

業務執行社員

 
 
公認会計士 中村 勝三郎  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエ

ネサーブ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第40期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エネ

サーブ株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

     

    平成18年６月14日

エネサーブ株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

 
 
公認会計士 阿部 修二   印 

  
指定社員 

業務執行社員

 
 
公認会計士 中村 勝三郎  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエ

ネサーブ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第41期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エネ

サーブ株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているた

め、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 
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